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１ 理事長によるメッセージ 

  横浜市立大学の源流は、1882（明治 15）年に創設された横浜商法学校までさかのぼることができます。明治の早い時期

に商業学校が設立されたのは、横浜が当時の日本における第一の貿易港であり、国際商業都市であったことによります。

その後、1928（昭和３）年に横浜市立横浜商業専門学校（Y 専）が設立され、ここが横浜市立大学の創立年とされていま

す。そして、1949（昭和 24）年に、横浜市立医学専門学校と合わせて、新制大学として発足。以来、開国・開港の地、横

浜にふさわしく、開放的で国際性、進取性に富む学風は、横浜市立大学の伝統として今も受け継がれ、実践力のある数多

くの優れた人材を輩出しています。 

令和４年度は、第３期中期計画期間（６か年計画）の最終年として、これまで積み上げた実績をもとに「第３期の総仕

上げと次期第４期へ発展的に移行させる重要な年」と位置付け、取組を進めました。 

 

２ 法人の目的・業務内容 

(1) 目的 

公立大学法人横浜市立大学は、自主的かつ自律的な経営のもとに、国際都市・横浜にふさわしい国際性 、創造性及

び倫理観を有する人材を育成し、卓越した知的資源の開発に努め、もって横浜市民及び地域社会はもとより、世界に貢

献することを目指す大学を設置し、及び管理することを目的とする。 

 

(2) 業務 

ア 大学を設置し、これを経営すること。 

イ 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。 

ウ 法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以外の者との連携による教育研

究活動を行うこと。 

エ 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

オ 教育研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

カ 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

 

３ 法人の位置付け及び役割（大学の理念、基本方針） 

  横浜市立大学は、大学の理念である YCU ミッションに基づき、教育と研究の一体化を推進しながら、豊かな教養、豊か

な人間性、倫理観を養う人間教育の場とし、「横浜から世界へ羽ばたく」人材育成と知の創生・発信に取り組む。 

また、市民をはじめとする地域社会から、本学の教育・研究・医療が必要とされることを存在意義と考え、本学の魅力

を一層高めつつ、学生・市民・社会に対して本学が有する知的・医療資源を積極的に還元する。 

(1) YCU ミッション 

国際都市横浜と共に歩み、教育・研究・医療分野をリードする役割を果たすことをその使命とし、社会の発展に寄与

する市民の誇りとなる大学を目指す。 

 

(2) 大学の基本方針 

・横浜から世界へ羽ばたく人材育成 

・知の創生・発信 
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・知的・医療資源の還元 

 

４ 中期目標 

第３期中期目標（平成 29 年４月１日から令和５年３月 31 日までの６年間）は、横浜市立大学が今後も国際都市横浜に

ふさわしい大学として時代の要請に応え、存在意義を発揮し続けるため、グローバルな視野をもって活躍できる人材の育

成、都市課題や市民生活に密着した課題の解決に引き続き取り組むことに加え、自らの強みや特色を更に伸ばし、厳しい

社会情勢の中でも学生や研究者に選ばれ、市民からの一層の信頼を得る大学を目指すよう、設立団体である横浜市が策定

した。 

各分野における目標の項目は次のとおりである。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

詳細については、第３期中期目標をご確認ください。 

（URL：https://www.yokohama-cu.ac.jp/univ/corp/plan/index.html） 

 

５ 中期計画及び年度計画 

 本法人は、中期目標を達成するための中期計画と当該計画に基づく年度計画を作成している。 

※詳細については、第３期中期計画及び令和４年度年度計画をご確認ください。 

（URL: https://www.yokohama-cu.ac.jp/univ/corp/plan/index.html） 

 

６ 持続的に適正なサービスを提供するための源泉 

(1) 資本金の状況 

   １９,０４７,１７１,１６５円 （全額 横浜市出資） 

 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標  

  

  

１ 教育に関する目標 

２ 研究の推進に関する目標 

Ⅱ 地域貢献に関する目標  

Ⅲ 国際化に関する目標  

Ⅳ 附属２病院に関する目標  

  

  

  

  

  

１ 医療分野・医療提供等に関する目標 

２ 医療人材の育成等に関する目標 

３ 地域医療に関する目標 

４ 先進的医療・研究に関する目標 

５ 医療安全・病院運営に関する目標 

 Ⅴ 法人の経営に関する目標  

  

  

１ 業務運営の改善に関する目標 

２ 財務内容の改善に関する目標 

Ⅵ 自己点検及び評価に関する目標  
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(2) 役員の状況 

役員の定数は公立大学法人横浜市立大学定款第８条により、理事長１人、副理事長２人以内、理事 10 人以内及び監

事２人としている。任期は、公立大学法人横浜市立大学定款第 13 条の定めるところによる。 

（令和５年５月１日現在）   

役 職 氏   名 就任年月日 備 考 

理事長 小山内 いづ美  令和３年４月１日  

副理事長 相原 道子 令和２年４月１日 学長 

副理事長 後藤 隆久 令和４年４月１日 附属病院長 

理事 荒木田 百合 令和３年４月１日  

理事 遠藤 格 平成 30 年４月１日 副学長 令和３年４月１日再任 

理事 西郷 公子 平成 29 年４月１日 令和３年４月１日再任 

理事 榊原 秀也 令和４年４月１日 市民総合医療センター病院長 

理事 玉村 和己 平成 25 年４月１日 令和３年４月１日再任 

理事 中條 祐介 平成 31 年４月１日 副学長 令和３年４月１日再任 

理事 原田 一之 平成 26 年４月１日 令和４年４月１日再任 

理事 福井 次矢 平成 17 年６月１日 令和３年４月１日再任 

理事 吉泉 英紀 令和４年４月１日 事務局長 

理事 吉田 文 令和３年４月１日  

監事 太田 眞晴 平成 31 年４月１日  

監事 玉越 浩美 平成 29 年４月１日 平成 31 年４月１日再任 

理事・監事はそれぞれ 50 音順 

(3) 会計監査人の名称 

PwC あらた有限責任監査法人 

 

(4) 職員の状況（令和５年５月１日現在）  

教員７９６人、 職員２，５１６人 

 

７ 業務運営上の課題・リスク及びその対応策 

(1) 財務諸表に不正による重要な虚偽の表示が行われる可能性があるというリスクについて理事者の評価 

研究費に関して、架空発注による預け金等の不正が行われた場合には、財務諸表が適正な数値を表示しないことや不

祥事の発生に伴う大学の信用失墜等のリスクがあると認識している。本学の対応として、業者に発注した物品等の納品

に対して、原則、検収センターによる第三者検収を行っている。また、一部の委託業務やアルバイト謝金、出張等、第

三者検収の例外となるものについては、内部監査によるモニタリングを実施している。 

 

(2) 内部統制上の懸念点や脆弱性（調達、研究費、情報管理、COVID-19 に伴う影響等） 

研究費をはじめとする経費執行に関し、架空発注等の不正が行われた場合には、不祥事の発生に伴う大学の信用失墜

等のリスクがあると認識している。 
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本学には教員、医師、医療従事職員、事務職員等、様々な職種の者が在籍しているが、コンプライアンス意識や情報

管理といった重要なルールが隅々まで浸透していない場合には、事件や不祥事等の発生リスクが増大すると懸念して

いる。 

 

(3) 業務運営上のリスク管理 

リスクが顕在化した場合は、法人で一括して情報を集約し、原因分析を行うとともに、被害拡大の防止、再発防止策

の検討、公表などの各種対応を行っている。 

一方で潜在的なリスクへの対応として、各種業務執行におけるリスクについて、あらかじめ対応策を検討、実施する

ことにより、リスクの顕在化を防ぐとともに、リスクが顕在化した際の影響度の低減を図るため、事務職を対象に「リ

スクマップ」を作成した。今後は、作成したリスクマップの精度を高め、再発防止等適切なリスク対策に繋げていく。 

 

８ 業績の適正な評価の前提情報 

本学は、５学部６研究科を有する公立大学であり、横浜市内唯一の医学部を有する大学として、附属２病院を有し、横

浜市内の医療の中核を担っている。大学の特長としては データサイエンス×医学で社会課題解決に挑む世界が認める卓

越した研究力を有している。 

  国際総合科学群（４学部５研究科） 

医学群（医学部、医学研究科） 

附属病院（許可病床 674 床 地域がん診療連携拠点病院、神奈川県エイズ治療拠点病院等） 

附属市民総合医療センター （許可病床 726 床 高度救命救急センター、総合周産期母子医療センター等） 
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９ 業務の成果 

  令和４年度業務実績の自己評価と各項目に対応する費用は以下のとおりである。 

※令和４年度の業務実績の詳細は、大学の Web サイトに掲載されている業務実績報告書をご確認ください。 

URL：https://www.yokohama-cu.ac.jp/univ/corp/plan/index.html 

 

  

 ※ 自己評価の凡例 

   S：年度計画を上回って達成している、または達成の難易度が高い計画を順調に達成している 

A：年度計画を順調に達成している 

B：年度計画を十分には達成できていない 

C：年度計画をほとんど達成していない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 自己評価(※) 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための取組 Ａ 

 

 

１ 教育に関する目標を達成するための取組 Ａ 

２ 研究の推進に関する目標を達成するための取組 Ａ 

Ⅱ 地域貢献に関する目標を達成するための取組 Ａ 

Ⅲ 国際化に関する目標を達成するための取組 Ａ 

Ⅳ 附属２病院に関する目標を達成するための取組 Ａ 

 

 

 

 

 

１ 医療分野・医療提供等に関する目標を達成するための取組 Ａ 

２ 医療人材の育成等に関する目標を達成するための取組 Ａ 

３ 地域医療に関する目標を達成するための取組 Ａ 

４ 先進的医療・研究に関する目標を達成するための取組 Ｂ 

５ 医療安全・病院運営に関する目標を達成するための取組 Ａ 

 Ⅴ 法人の経営に関する目標を達成するための取組 Ａ 

 

 

１ 業務運営の改善に関する目標を達成するための取組 Ａ 

２ 財務内容の改善に関する目標を達成するための取組 Ａ 

Ⅵ 自己点検及び評価に関する目標を達成するための取組 Ａ 
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10 予算と決算との対比 

 

（注１）雑収入の増は、附属病院並びに附属市民総合医療センターにおける補助金収入の増によるものである。 

（注２）長期貸付金の減は、看護学生修学資金貸与者数の減によるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

予算額 決算額 差額（決算-予算）

収入

運営交付金 12,646 12,646 -

自己収入 68,556 69,741 1,185

　授業料及び入学金検定料 2,948 2,948 ▲ 1

　附属病院収入 63,826 61,268 ▲ 2,558

　雑収入 1,782 5,526 3,744

受託研究収入等 3,340 3,335 ▲ 5

長期貸付金収入（奨学金償還金） 9 9 0

長期借入金収入 1,500 1,500 -

目的積立金取崩額 803 845 42

86,854 88,076 1,223

業務費 78,447 79,149 703

　教育研究経費 3,781 4,016 235

　診療経費 37,185 37,906 721

　一般管理費 1,415 1,403 ▲ 11

　人件費 36,066 35,824 ▲ 242

長期貸付金（奨学金） 89 66 ▲ 23

施設整備費 2,887 2,922 34

受託研究費等 2,377 2,258 ▲ 119

長期借入金償還金 1,876 1,876 ▲ 0

85,676 86,271 595計

計

支出

区分

6



 

11 財務諸表（要約） 

（１）要約した財務諸表 

① 貸借対照表 

 

② 損益計算書 

 

 

金額 金額

土地 19,043 資産見返負債 12,891

建物・構築物 10,208 長期借入金 3,000

工具器具備品（医療機器含） 10,646 退職給付引当金 8,941

図書 1,256 長期リース債務 1,270

その他 72 その他 118

有形固定資産合計 41,227 固定負債合計 26,221

96 寄附金債務 1,341

投資有価証券 279 前受受託研究費等 1,631

長期貸付金 103 一年以内返済予定長期借入金 1,500

長期前払費用 19 未払金 8,522

長期性預金 300 短期リース債務 1,023

預託金・敷金保証金 14 その他 842

投資その他の資産合計 716 流動負債合計 14,860

42,040 41,082

14,815 資本金 19,047

2 資本剰余金 6,045

11,598 教育研究診療・組織運営改善積立金 5,590

2,410 当期未処分利益 664

医薬品及び診療材料 1,350 利益剰余金合計 6,254

前渡金 118 その他有価証券評価差額金 73

その他 167 31,421

30,463 72,504

72,504

流動資産合計②

資産合計（①＋②）

流
動
資
産

（単位：百万円）

固
定
資
産

有
形
固
定
資
産

固
定
負
債

無形固定資産合計

投
資
そ
の
他
の
資
産

固定資産合計①

負
債
の
部

流
動
負
債資

産
の
部

負債合計③

純資産合計④

負債純資産合計（③＋④）

純
資
産
の
部

利
益
剰
余
金

現金及び預金

未収学生納付金収入

未収附属病院収入

その他未収入金

（単位：百万円）

金額

教育経費 1,744

研究経費 2,615

診療経費 41,363

教育研究支援経費 452

受託研究費等 2,227

人件費 36,378

84,782

1,424

86,206

11,950

3,166

61,325

2,681

4,015

624

2,105

1,183

87,054

886

553

148

664

科目

経
常
費
用

業
務
費

経
常
収
益

業務費合計

一般管理費等

運営費交付金収益

授業料収益等

附属病院収益

受託研究等収益

補助金等収益

寄附金収益

資産見返負債戻入

雑益等

経 常 費 用 合 計

経 常 収 益 合 計

臨時損失

臨時利益

当 期 総 利 益

目的積立金取崩額
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③ 純資産変動計算書 

 

 

④ キャッシュ・フロー計算書 

 

 

（２）財務諸表の科目 

  ① 貸借対照表   

有形固定資産 土地、建物、構築物等、公立大学法人が長期にわたって使用する有形の固定資

産。 

その他（有形固定資産） 美術品・収蔵品、車両運搬具、建設仮勘定等が該当。 

無形固定資産 ソフトウェア、電話加入権など、公立大学法人が長期にわたって使用又は利用

する具体的な形態を持たない固定資産。 

現金及び預金 現金と預金（普通預金、通知預金及び一年以内に満期又は償還日が訪れる定期

預金等）の合計額。 

その他（流動資産） たな卸資産、前払費用、立替金、未収収益等が該当。 

資産見返負債 運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸借対照表計

上額と同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振り替える。計上された

（単位：百万円）

Ⅰ 資本金 Ⅱ 資本剰余金 Ⅲ 利益剰余金 Ⅳ 評価・換算差額等 純資産合計

当期首残高 19,047 5,605 6,435 69 31,156

当期変動額

　Ⅰ 資本金の当期変動額 - - - - -

　Ⅱ 資本剰余金の当期変動額 - 440 - - 440

　Ⅲ 利益剰余金の当期変動額

　（１）利益の処分又は損失の処理 - - - - -

　（２）その他 - - ▲180 - ▲180

　Ⅳ 評価・換算差額等の当期変動額（純額） - - - 4 4

当期変動額合計 - 440 ▲180 4 264

当期末残高 19,047 6,045 6,254 73 31,421

（単位：百万円）

金額

4,791

原材料、商品またはサービスの購入による支出 ▲ 44,350

人件費支出 ▲ 36,041

過年度補助金返還支出 ▲ 843

運営費交付金収入 12,645

附属病院収入 60,429

補助金等収入 6,478

その他 6,472

▲ 3,452

▲ 953

385

13,430

13,815

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅵ 資金期末残高

Ⅴ 資金期首残高

Ⅳ 資金増加額
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資産見返負債については、当該償却資産の減価償却を行う都度、それと同額を

資産見返負債から資産見返戻入（収益科目）に振り替える。 

長期借入金 事業資金の調達のため設立団体から借り入れた長期借入金。 

退職給付引当金 教職員の退職給付に備えるため、事業年度末の退職給付債務の見込額に基づき

計上した引当金。 

長期リース債務 ファイナンスリース取引により生じた負債のうち、一年以内に支払期限が到来

しない債務。 

固定負債（その他） 長期寄付金債務等が該当。 

運営費交付金債務 設立団体から交付された運営費交付金の未使用相当額。 

寄附金債務 奨学寄付金を含む寄附金のうち、未使用相当額。 

流動負債（その他） 未払費用、前受金、未払消費税等、預り金等が該当。 

資本金 設立団体からの出資相当額。 

資本剰余金 設立団体から特定の資産に係る費用相当額の会計処理を行うこととされた償却

資産や、中期計画の想定の範囲内で取得した非償却資産等の相当額。 

利益剰余金 公立大学法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 

 

② 損益計算書 

業務費 公立大学法人の業務に要した経費。 

教育経費 公立大学法人の業務として学生等に対し行われる教育に要した経費。 

研究経費 公立大学法人の業務として行われる研究に要した経費。 

診療経費 附属病院における診療報酬の獲得が予定される行為等に要した経費。 

教育研究支援経費 法人全体の教育及び研究の双方を支援するために設置されている施設又は組織

であって学生及び教員の双方が利用するものの運営に要する経費。 

受託研究費等 受託研究、共同研究、受託事業、共同事業の実施に要した経費の合計。 

人件費 公立大学法人の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。 

一般管理費 公立大学法人の管理運営を行うために要した経費。 

運営費交付金収益 運営費交付金のうち、当事業年度の収益として認識した相当額。 

授業料収益等 授業料収益、入学金収益、検定料収益の合計額。 

附属病院収益 附属病院における診療行為により獲得した収益。 

受託研究等収益 受託研究、共同研究、受託事業、共同事業にかかる収益。 

補助金等収益 受け入れた補助金を費用に充当した収益。 

寄附金等収益 受け入れた寄附金を費用に充当した収益。 

資産見返負債戻入 取得した固定資産（償却資産）を減価償却する際に、その減価償却相当額を資

産見返負債から収益に振り替える会計処理のための科目。 

雑益等 財産貸付料収入、業務運営手数料、駐車場収入等。 

目的積立金取崩額 前事業年度以前における剰余金のうち、教育研究及び診療の質の向上並びに組

織運営の改善に充てることを承認された積立金の取崩額。 
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  ③ 純資産変動計算書 

  当期末残高は、貸借対照表の純資産の部に記載されている残高。 

   

④ キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシ

ュ・フロー 

原材料、商品またはサービスの購入による支出、人件費支出及び運営費交付金

収入等の、公立大学法人の通常の業務の実施に係る資金の収支状況を表す。 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 

固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出等の将来に向けた運営基

盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収支状況を表す。 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 

増減資による資金の収入・支出及び借入れ・返済による収入・支出等、資金の

調達及び返済等に係る資金の収支状況を表す。 

 

12 財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況の理事長による説明情報 

(1) 貸借対照表 

（資産の部） 

令和４年度末現在の資産合計は、前年度比 1,084 百万円（特に断らない限り前年度比）減の 72,504 百万円となって

いる。主な減少要因としては、補助金収益の減少に関連したその他未収入金の減（▲2,400 百万円）が挙げられる。

主な増加要因としては、医薬品及び診療材料の増（+155 百万円）、未収附属病院収入の増（+905 百万円）が挙げられ

る。 

（負債の部） 

令和４年度末現在の負債合計は、1,349 百万円減の41,082 百万円となっている。主な減少要因としては、減価償却の

進行による資産見返負債の減（▲930 百万円）、未払金の減（▲911 百万円）が挙げられる。 

（純資産の部） 

令和４年度末現在の純資産合計は、264 百万円増の31,421 百万円となっている。主な増加要因としては、固定資産の

取得等による資本剰余金の増（+440 百万円）が挙げられる。主な減少要因としては、目的積立金取崩等による利益剰

余金の減（▲180 百万円）が挙げられる。 

 

(2) 損益計算書 

  （経常費用） 

   経常費用は 3,230 百万円増の 86,206 百万円となった。 

   主な増加要因としては、高額医薬品使用量や手術件数の増に伴う診療経費の増（+2,387 百万円）などが挙げられる。 

  （経常収益） 

   経常収益は 1,298 百万円増の 87,054 百万となった。 

   主な増加要因としては、入院単価増による附属病院収益の増（＋1,919 百万円）などが挙げられる。 

   主な減少要因としては、補助金等収益の減（▲888 百万円）が挙げられる。 

  （当期総損益） 

   経常損益の状況から、経常利益は 1,932 百万円減の 847 百万円となり、臨時損益▲332 百万円及び目的積立金取崩額

148 百万円を計上した結果、令和４年度の当期総利益は 2,213 百万円減の 664 百万円となっている。 
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(3) 純資産変動計算書 

純資産の期末残高は 264 百万円増の 31,421 百万円となっている。主な増加要因としては、固定資産の取得等による

資本剰余金の増（+440 百万円）が挙げられる。主な減少要因としては、目的積立金取崩等による利益剰余金の減（▲

180 百万円）が挙げられる。 

 

(4) キャッシュ・フロー計算書 

 （業務活動によるキャッシュ・フロー） 

  令和４年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 2,535 百万円減の 4,791 百万円となっている。 

  主な減少要因としては運営費交付金収入の減（▲255 百万円）、原材料、商品またはサービスの購入による支出の増 

（▲3,104 百万円）、人件費支出の増（▲922 百万円）、過年度補助金の返還による支出の増（▲843 百万円）が挙げられ

る。主な増加要因としては、補助金等収入の増（+1,885 百万円）、附属病院収入の増（+573 百万円）が挙げられる。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  令和４年度の投資活動によるキャッシュ・フローは 2,931 百万円減の▲3,452 百万円となっている。 

  主な減少要因としては、定期預金の払戻による収入の皆減（▲9,200 百万円）、長期性預金の預入による支出（▲300 百 

万円）が挙げられる。 

  主な増加要因としては、有形固定資産の取得による支出の減（+2,871 百万円）、定期預金の預入による支出の皆減

（+3,600 百万円）が挙げられる。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  令和４年度の財務活動によるキャッシュ・フローは 161 百万円減の▲953 百万円となっている。 

  主な減少要因としては、長期借入金の返済による支出の増（▲100 百万円）が挙げられる。 

 

13 内部統制の運用に関する情報 

令和４年度から、全学的なコンプライアンス推進部門として総務部にコンプライアンス推進担当を新たに設置し、不正 

を防止、発見又は抑制するための諸制度を整備し、運用している。 

※令和４年度の業務実績の詳細は、大学の Web サイトに掲載されている業務実績報告書をご確認ください。 

URL：https://www.yokohama-cu.ac.jp/policy/compliance.html 

 

(1) 内部統制システムの整備 

令和４年 12 月、内部統制システムに関する規程を制定し、内部統制担当理事である事務局長を中心として、各拠点

に統括責任者を配置し、各部局長を内部統制システムの主体となる内部統制推進責任者に位置付けるなど、内部統制シ

ステム推進体制を整備した。この内部統制システム推進体制のもと、モニタリングやリスクマネジメントを実施し、内

部統制システムが有効に機能しているかを継続的にチェックしている。 

 

(2) 監事監査・内部監査 

法人の各種業務の適法性や適正性の確保、業務の合理的かつ効率的な運営、不正発見・防止などの趣旨から、内部監

査委員会による内部監査及び、監事による監事監査を実施している。 
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(3) 内部通報制度 

法人における倫理及び法令違反行為の早期発見と是正を図り、学生及び職員等の利益の損失を最小限に抑え、適正な

職務の遂行を確保するとともに、正当に内部通報をした職員等が不利益な取扱を受けないように必要な措置を講じ、法

人の健全な経営に資することを目的として、内部通報制度を実施している。 

 

(4) コンプライアンス推進委員会 

理事長を委員長とするコンプライアンス推進委員会を半期に１回以上開催し、コンプライアンスの推進にかかる制

度の実施、運用等について協議するとともに、その点検及び評価を行っている。また、不祥事が起きない・起こりにく

い組織風土を醸成するための効果的な方針や施策等を議論し、法人全体で継続的かつ計画的な取り組みを実施してい

る。 

 

14 法人の基本情報 

(1) 沿革（令和５年５月１日時点） 

1928（昭和３年） ・横浜市立横浜商業専門学校（Y専）設立 ※ 横浜市立大学創立年 

2005（平成 17 年） ・地方独立行政法人化（公立大学法人横浜市立大学発足） 

・商学部、国際文化学部、理学部を統合し、国際総合科学部を設置 

・医学部看護学科を設置 

・経営学研究科、経済学研究科、総合理学研究科、国際文化研究科を統合し、 

大学院国際総合科学研究科を設置 

・附属病院及び附属市民総合医療センターを医学部附属から大学附属とする 

2009（平成 21 年） ・大学院国際総合科学研究科を再編し、都市社会文化研究科 

生命ナノシステム科学研究科、国際マネジメント研究科を設置 

2010（平成 22 年） ・大学院医学研究科看護学専攻（修士課程）を設置 

2013（平成 25 年） ・大学院生命医科学研究科（博士前期課程・博士後期課程）を設置 

2018（平成 30 年） ・データサイエンス学部を設置 

・大学院医学研究科看護学専攻（博士後期課程）を設置 

2019（平成 31 年） ・国際総合科学部を再編し、国際教養学部、国際商学部、理学部を設置 

2020（令和２年） ・データサイエンス研究科データサイエンス専攻（博士前期課程・博士後期課程）  

    データサイエンス研究科ヘルスデータサイエンス専攻（博士前期課程）を設置 

2023（令和５年） ・データサイエンス研究科ヘルスデータサイエンス専攻（博士後期課程）を設置 

      ※ 法人化前の沿革の詳細については、大学 Web サイトをご確認ください。 

     URL: https://www.yokohama-cu.ac.jp/univ/outline/history/index.html 

 

(2) 設立の根拠となる法律名 

地方独立行政法人法 

 

(3) 設立団体 

     横浜市 
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(4) 事務所等の所在地 

 

(5) 学部等の構成                               (令和５年５月１日現在) 

（学部） 

 国際教養学部 

 国際商学部 

理学部 

データサイエンス学部 

医学部 

 

（大学院） 

 都市社会文化研究科 

 国際マネジメント研究科 

生命ナノシステム科学研究科 

生命医科学研究科 

データサイエンス研究科 

 医学研究科 

 

(6) 学生の状況                                (令和５年５月１日現在) 

総学生数          ５，１９８人 

  学部学生         ４，２３２人 

  修士課程           ４５０人 

  博士課程           ５１６人 

学部交換留学生          ２７人 

科目等履修生            ６人 

聴講生(特別聴講学生)        ７人 

研究生              ２６人 

 

(7) 主要な関連公益法人等の状況 

・公益財団法人横浜学術教育振興財団 

・一般財団法人横浜総合医学振興財団 

※ 詳細については、財務諸表をご参照ください。 

 

 

 

施 設 住 所 

金沢八景キャンパス 神奈川県横浜市金沢区瀬戸２２－２ 

福浦キャンパス 神奈川県横浜市金沢区福浦３－９ 

鶴見キャンパス 神奈川県横浜市鶴見区末広町１－７－２９ 

木原生物学研究所 神奈川県横浜市戸塚区舞岡町６４１－１２ 

みなとみらいサテライトキャンパス 神奈川県横浜市西区みなとみらい２-２-１ 横浜ランドマークタワー７階 

大学附属病院 神奈川県横浜市金沢区福浦３－９ 

大学附属市民総合医療センター 神奈川県横浜市南区浦舟町４－５７ 

次世代臨床研究センター 神奈川県横浜市金沢区福浦１－１－１横浜金沢ハイテクセンター・テクノコア５階 

13



 

15 参考情報   

(1) 予算・決算 

https://www.yokohama-cu.ac.jp/univ/corp/finance/index.html 

(2) 中期目標・中期計画・年度計画 

https://www.yokohama-cu.ac.jp/univ/corp/plan/index.html 

(3) コンプライアンス推進体制 

https://www.yokohama-cu.ac.jp/policy/compliance.html 
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令和４年度計画 令和４年度実績 

I 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための取組 

１ 教育に関する目標を達成するための取組 

（１） 全学的な目標を達成するための取組 

①カリキュラム評価アンケート分析及び学生が関わ
る形式の FD 研修会等での意見をカリキュラム・教
育改善につなげるとともに、アンケート設問を継続
的に見直して学生の意見をより正確に把握する。 
②文部科学省「数理・データサイエンス・AI 教育プ
ログラム認定制度(リテラシーレベル)」に申請し、全
学データサイエンス教育を一層推進する。また、③
令和５年度からの全学共通教養新カリキュラム実施
に向けた全学的な検討を進める。同時に、次期中
期計画も見据えた④国際教養学部、国際商学部、
理学部及びデータサイエンス学部の完成年度後の
カリキュラム充実に向け、設置理念の実現を図るとと
もに、各学部の将来構想をまとめる。 
⑤補助期間最終年度となる「文理融合・実課題解決
型データサイエンティスト育成(YOKOHAMA D-
STEP)」(平成 30 年度文部科学省採択事業)では、
事業実施４年間の実績やオンライン等を最大限活
用し、データサイエンス研究科と連携して、自治体
や社会人対象の講座を提供するとともに、⑥補助終
了後のプログラム継続体制について検討する。 

①令和３年度のカリキュラム評価アンケート分析を令和４年度の教学
IR-WG で行った。 

②文部科学省「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム認定制度
（リテラシーレベル）」を申請し、全学部生を対象とした領域横断プ
ログラム（ADEPT プログラム）が認定を受けた（全学部生のうち
18％履修 目標：12％）。また、データサイエンス学部生対象の「デ
ータサイエンス人材育成プログラム」が全国９大学の１校として文部
科学省「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム認定制度(応用
基礎レベル)プラス」に採択された。 

③令和３年度から共通教養長を中心に複数の WG を設置し、共通教
養カリキュラム全体の改革を行った。教育研究審議会など教育関
連会議体で報告し、非常勤講師を含む関係教員には FD を実施し
た。 

④第４期中期計画を見据え、学長・各学部長を中心に完成年度後の
各学部の将来構想をまとめた。併せて、学部ごとにカリキュラム改
編検討を開始した。 

⑤D-STEP 事業は、昨年度も実施した自治体向け、社会人向けセミ
ナーに加えて、ドメインに特化した医療向けセミナーを開催し、そ
れぞれのニーズに沿った学習を提供することができた。また、最終
年度として D-STEP 事業のこれまでの取組を総括するシンポジウ
ムを開催した。 

⑥補助終了後の取組は、令和４年度を通じて検討を行った。科目等
履修生制度を活用し、本学データ研究科開講科目のみで構成さ
れる「DS リカレントプログラム」を構築、令和５年度の受講者の募集
を行った。補助金事業の連携２大学との協定は継続し、連携校の
正規大学院生も履修できることとした。 
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令和４年度計画 令和４年度実績 

①ウィズコロナの社会情勢や企業の採用動向にも
対応し、教職員連携のもと最適なキャリア支援を実
施する。②学生に対して進路に関する様々な情報
を明示し、自らの意思で進路選択できるよう、教員、
関係所管と連携し、取組方法等について検討を進
める。また、③国内インターンシップの本学枠拡充
等、学生のキャリア形成に重要となる就業体験の機
会を確保する。④海外インターンシップは、状況に
応じて前年度まで蓄積したノウハウを活かしたオン
ラインプログラムを活用しつつ、渡航再開時期を見
極めながら適切に対応する。 
⑤共通教養「キャリア形成実習(横浜の産業と企業理
解)」を通じて、留学生と日本人学生が協働する機会
を創出し、ダイバーシティの取組を推進する。 

前年度で委託期間が満了した⑥「留学生就職促
進プログラム」(平成29 年度文部科学省採択事業)
によって構築してきた取組を引き続き横浜国立大
学、神奈川県、横浜市及び本学の４者が中心とな
り、連携して実施する。 

 

①「就活座談会」を新設し、学生同士の情報交換の場を提供した。学
内合同企業セミナーについてはオンライン開催とし、学生と企業と
の多様な接点の機会を創出した。 

②業界研究の形式を、複数企業によるパネルディスカッションに改め
た他、学生のニーズや属性に応じたイベントを、対面・オンライン
併用して開催した。 
幅広い分野の企業・業界情報を明示することで、自らの意思で進
路選択を行う力に繋げる支援を実施した。 

③横浜市会議会局や国際農業開発基金（ＩＦＡＤ）、複数の医療法人
による合同インターンシップなど受入れ先を開拓し、新規実施した
結果、前年比 10％増となる９４人の学生に就業体験の機会を提供
した。また、横浜市との連携を強化し、市内企業における受入れを
前年比２倍の 10 社に拡充した。 

④海外インターンシップは、夏季はオンラインを活用し、３社に５名の
学生を派遣した。渡航型プログラムは春季より再開し、コロナ禍以
降初めて、２か国に計４名の学生を海外に派遣した。 

⑤留学生 13 名、日本人学生 20 名に対し、多様な価値観のある中で
市内企業の課題解決に取り組む、学び合いの機会を提供し、ダイ
バーシティを推進した。 

⑥「留学生就職促進プログラム」で構築してきた外国人留学生への就
職支援を引き続き、横浜国立大学、神奈川県、横浜市と連携して
進めた。また、文部科学省の「留学生就職促進教育プログラム」に
本学単独で申請し認定（令和４年）された「YCU-ADVANCE 
Program」を、横浜市等と連携してキャリア支援コーディネーター中
心に推進し、日本語教育、キャリア教育、インターンシップ等、質の
高い教育プログラムを提供した。 

大学の方針を踏まえ、①学部・研究科及び学群
の枠を超えた、領域横断的な教育・研究の一層の
連携を推進し、学術院機能を引き続き充実させる。
また、②新たに（仮称）高等教育推進センターを設
置し、全学を横断した FD・SD、教学IR、高大連携
及び教育手法開発を推進することで、教育の質の
向上を図る。 
③「デジタルを活用した大学・高専等教育高度化プ
ラン」(令和２年度文部科学省採択事業)により導入し
た Learning Management System(LMS)を活用し、「学
修者本位の教育」の高度化と全学的な DX 推進に
つなげる。④教学IR における「学修成果の可視
化」の実現に向け、両学群で連携、情報共有しなが
ら進め、LMS に蓄積されたデータを活用して分析
を行う。 
⑤FD・SD については、SDGｓ、オンラインでのアク
ティブラーニング推進等、社会情勢を踏まえた研修
会をオンライン、オンデマンドを活用して実施し、新
しい教育手法を共有することで教育の質向上につ
なげる。 
⑥学術情報センターでは、電子資料について利用
頻度、利用効率、契約条件を精査し、本学で必要度
の高い資料を選定する方針を策定する。引き続き、
⑦オンラインによるレファレンス、利用登録、ガイダ
ンスの動画配信等、コロナ禍で新たに取り入れたサ
ービスを継続・発展させ、学生が来館、非来館双方
で必要な学術情報へアクセスできる環境を確保す
る。また、⑦多様な手法による文献検索ガイダンス、
データベース講習会を開催し、学生・教職員の情報

①「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム認定制度（リテラシー
レベル）」に採択された「ADEPT プログラム」や既存のプログラムの
見直し等、令和５年度以降の新規領域横断型プログラムの設置検
討を進めた。 

②新たに高等教育推進センターを設置した。国際総合科学群及び
医学群の教員で構成される 4 部門（教育開発部門、FD・SD 部門、
教学IR 部門、高大連携・初年次教育部門）を中心に、全学的に教
育の質保証及び教育改革を推進する体制を構築した。 

③令和３年度に開発した LMS の運用を令和４年度から開始した。ポ
ータル機能、LMS 機能では授業受講の支援を行い、ポートフォリ
オ機能では、学生の学修成果の可視化、目標設定機能を付加し、
教育環境の向上を図った。 

④YCU-Board にて、国際総合科学群４学部は「YCU 指標」、医学部
では「コンピテンシー」の可視化を行った。令和４年度は文部科学
省補助金を用い、「YCU 指標」と学生データ（入試区分、留学経
験）との相関分析を実施した。 

⑤FD・SD では、本学における SDGｓ取組（学生団体参加、大学側担
当者）、インストラクショナルデザイン（ID）に基づいた大学教育で
は参加型の研修会を実施した。 

⑥電子資料選定においては、選定方法の見直しを行った。資料費に
ついては利用者ニーズを踏まえて内訳を見直した。 

⑦ガイダンスの動画配信については、前年から内容をブラッシュアッ
プしたものを公開し、教ゼミなどで活用した。また、学生や職員な
どに向けたガイダンスを全81 回、データベース講習会を 2 回実
施した。 
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令和４年度計画 令和４年度実績 

リテラシー向上につなげるとともに、教職員連携の
もと初年次教育に係る各種サービスの充実を図る。 

①令和７年度開始の新教育課程に基づく入学者選
抜について、高校での履修状況及び他大学の動向
等の情報収集、また大学入学共通テストで導入され
る「情報」科目の取扱い、過年度生への経過措置等
対応を決定し速やかに公表する。 
②令和５年度入試からの理学部、データサイエンス
学部一般選抜前期日程第２次試験への「英語」科目
追加にあたり、サンプル問題公開等による効果的な
情報提供、オンラインも活用した積極的な広報によ
り、引き続き優秀な入学者の獲得を目指す。 
③来場型イベントであるウィークデー・キャンパスツ
アーの拡充、キャンパス見学の受入再開を進め、受
験生のニーズに応えるとともに本学の魅力を伝える
機会拡充を図る。導入３年目を迎える④インターネ
ット出願について、さらなる利便性向上に向けた検
証を行い、特別選抜への拡大導入の検討を進め
る。 
⑤大学院出願要件となる英語検定資格の取得支援
策として、TOEIC-IP を学内で実施し出願につなげ
る。⑥令和５年度に開設予定のデータサイエンス研
究科ヘルスデータサイエンス専攻博士後期課程に
ついて、入試説明会やセミナーの開催等により積
極的な広報を展開する。 
 

①高等学校のカリキュラム表、他大学の対応状況等を収集・分析し、
学内審議を経て、受験生ポータルに「新課程に対応した入学者選
抜概要」を公表した。 

②サンプル問題集を受験生ポータルに公開し、学外相談会、オンラ
インオープンキャンパス等で説明・周知し、受験生に対して丁寧か
つ広く、英語科目の追加について周知を行った。 

③金沢八景キャンパスでのウィークデー・キャンパスツアー、福浦キ
ャンパスでの共通教養科目のオンライン視聴会において、アドミッ
ションズセンターでの個別相談及びキャンパス見学等、受験生が
来学し、本学の雰囲気を直に感じていただく機会を多く設けた。 

④インターネット出願の運用状況を確認し、今後の入試制度変更の
検討とも併せて引き続き導入検討を進めることとした。 

⑤各研究科出願期間を踏まえた時期に学内 TOEIC-IP を金沢八景・
福浦キャンパスで合計４回実施した。延べ 150名以上が受験し、本
学大学院受験で活用され、多くの出願につながった。 

⑥専攻入試説明会・セミナーを延べ９日間実施するなど、積極的な
広報活動の結果、募集人員３名に対して６名の出願者を得た。 

 

２） 学部教育に関する目標を達成するための取組 

（領域横断型プログラム） 
情報化社会において、数理・データサイエンス・

AI を自らの意思で日常の生活、仕事等の場で有効
かつ安全に活用できる基礎的素養を身に付けるた
め、①「ADEPT(AI Data Science Education Program 
for Tomorrow)プログラム」を運用する。同プログラム
を、文部科学省「数理・データサイエンス・AI 教育プ
ログラム認定制度(リテラシーレベル)」へ申請する。
必修科目の時間割調整等、カリキュラムを工夫して
②医学部を含め全学部生の 50％以上のプログラム
受講を目指すとともに、③管理部会を設置して授業
評価アンケート等を活用した教育改善を行う。 

さらに、④国際商学部では領域横断プログラムの
枠組みを活用した「(仮称)ビジネス英語マスターコ
ース」の開発を検討し、ビジネスの現場で役立つ実
践的な能力向上を目指す。 

 
(国際総合科学群 各学部) 

引き続き、学部設置届出内容に沿ってカリキュラ
ムを適切に運用する。学生の安全を最優先とし、⑤
対面・オンライン授業のバランスを適切に判断して
実施し、FD 等も活用しながらノウハウを蓄積・共有
し、より教育効果の高いハイブリッド型の授業を進め 
る。また、今年度末をもって⑥国際教養学部、国際 
商学部及び理学部が完成年度を迎えるにあたって
のカリキュラム変更・充実に関して検討を行う。 

①「数理・データサイエンス・AI 教育プログラム認定制度（リテラシー
レベル）」に申請し、領域横断プログラム（ADEPT プログラム）が認
定を受けた。必修科目である「総合講義（データサイエンス入門）」
を学生が受講しやすいよう、オンライン、６限の時間帯で開講し、
令和３年度と比較して約３倍の学生が受講した。 

②令和7 年度までに「全学部生の 50％以上」の履修を目指し、令和４
年度は 18％の学部生が履修した。 

③ADEPT 管理部会として、プログラム科目の授業評価アンケート結
果や履修者数を確認・分析し、その結果を自己点検結果として公
表した。 

④国際商学部では、令和６年度に文部科学省「数理・データサイエン
ス・ＡＩ教育プログラム認定制度(応用基礎レベル)」への申請を見据
え、令和５年度から開始する新プログラム設置を決定した。 

⑤文部科学省の方針に則り、原則対面授業としたが、キャンパス間を
またぐ講義等については引き続きオンライン授業として開講するこ
とで、医学や理学の一部授業を履修できる環境を整備した。 

⑥国際教養学部は、令和７年度のカリキュラム変更に向けて検討を
行った。英語科科目について、１科目カリキュラム追加を行った。 
国際商学部では、学部の特色出しや英語による専門科目の充実
を図るため、令和４年度中に科目新設やカリキュラム変更の検討を
行い、令和５年度新規開講科目として６科目の設置を決定した。 
理学部では、令和 6 年度以降のカリキュラム変更に向け、科目整
理や新規科目の検討を行った。 
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令和４年度計画 令和４年度実績 

ポストコロナを見据え、①ハイブリッド授業等の新
しい授業形式にも対応したアクティブラーニングに
ついて、FD 等を通じて分析を進め、導入率 80％を
維持しながら、一層の質向上を図る。 
 ②英語教育については、国際総合科学群各学部
の完成年度に合わせ、新たな APE プログラムの策
定を行う。また、今年度は、③国際商学部対象の
APEⅣ(Business)を前期に増設し、Business English
の知識及びスキル向上を図る。④看護学科で、APE
の新設を視野に入れ、医療現場で実践的に役立つ
英語力の養成、グローバルキャリアの育成を目的と
したカリキュラム改善を行う。また、⑤医学科では、３
年次生対象「医学英語」について、医療の現場での
英語コミュニケーション能力を養成するプログラムと
しての発展可能性を検討する。⑥LMS 等のツール
も活用し、常勤 PE インストラクター対象 FD の活性
化及びインストラクターからのフィードバックを共有
する取組を進め、大学全体の英語教育の質向上を
図る。 

①ハイブリッド授業等新しい授業形式でもアクティブラーニングに対
応した。また、FD においても優れた授業実施例の紹介・周知がさ
れた。 

②英語教育について、新たな APE プログラムの策定を行った。 
③国際商学部対象の APE５Ⅳの前期の増設を行った。 
④看護学科における英語力養成のためのカリキュラム改善を実施し

た。 
⑤医学科英語科目における全般的な検討を行った。 
⑥英語教育の質向上を図るための FD を積極的に実施した。 
 

①医学科では、教育ユニット教員会議の機能充
実及び医学教育分野別評価の要件を満たすPDCA
サイクルの再構築を行い、教育支援体制の充実と
医学教育センターの効果的運営を目指す。併せ
て、②医学群 IR において、医師国家試験合格率の
分析、遠隔授業等コロナ禍における効果的な教育
支援の検証、効果的なデータ活用のあり方を議論
する。③POST-CC-OSCE 及び卒業試験の連動と
整備、卒業試験不合格リスクが高い学生の早期発
見を目的とした卒業試験時期の変更を踏まえた検
討、担任によるきめ細やかな学生指導を行い、国家
試験高合格率維持を目指す。 

④看護学科では、海外フィールドワーク、語学研
修プログラム、海外での卒業研究の機会を継続的
に提供し、国際化の流れの中で柔軟に対応できる
コミュニケーション能力を備えた看護師を育成す
る。併せて、令和２年度より、⑤１年次から２年次へ
の英語科目に係る進級要件をレベルアップしたこと
に伴う継続的なフォローアップを行う。⑥新カリキュ
ラム運営を円滑に運営するため教職協働で取り組
み、令和５年度からの共通教養新カリキュラムへの
対応を行う。 

⑦附属２病院への人材供給の促進と市内医療機
関への就職支援に関して、看護キャリア開発支援セ
ンターと連携のもと、学生が求める情報を的確に提
供する。併せて、⑧卒業後のキャリアアップ・フォロ
ーアップとして、神奈川県からの補助も活用の上、
指導者となることができる人材育成を目的とした実
習指導者講習会の継続的な運営を行う。 

①１巡目受審した医学教育分野別評価に関して、毎年度改善報告を
行うとともに、課題の改善等を図った。 

②国際総合科学群と共通で「成績評価」「授業外学修時間」の分析を
実施した。成績評価では、入学前成績と国家試験結果などの入学
後成績との相関を確認したが、相関は見られなかった。成績評価
は、視点を増やし、様々な角度から分析していくことを検討する。 

③卒業試験を 5，6 年次に分散化したことで、学生が国家試験に集中
できる環境を整えた。模擬試験の結果等を踏まえ、成績下位の学
生と面談、指導を行う等、きめ細かな対応を行った結果、高い国家
試験合格率を維持できた。 

④コロナ禍により実際に海外へ派遣することは叶わなかったが令和３
年度と同様にオンラインを利用し、国際化に関する機会を提供し
た。ハワイ看護研修は、令和５年度の海外派遣に向けた準備として
語学学習を実施した。 

⑤進級要件であるPEは出席状況、スコアを教職員間で共有し、継続
的に学生のフォローを行った。細やかな対応により PE を要因とす
る留年を最小限に抑えることができた。 

⑥旧カリキュラムと新カリキュラムが並行し、留年者の対応を細やか
に実施した。次年度時間割を初年度の状況を鑑みて、作成を行っ
た。共通教養科目の改訂に伴い、国際総合科学群、看護学科教員
と連携し、文部科学省への変更申請をした。 

⑦学年に応じた就職ガイダンスを行い、附属 2 病院への就職促進を
図った。附属 2 病院が提供する修学資金も利用者数も安定してい
る。令和４年度卒業生は 80 名が附属 2 病院に就職し、過去最高と
なった。 

⑧卒後一定のキャリアを積んだ看護師等を対象に実習指導者講習
会を神奈川県委託事業として取り組み、40 名の受講生を受入、全
員が修了した。 

（３） 大学院教育に関する目標を達成するための取組 

①「科学技術イノベーション創出に向けた大学フェ
ローシップ創設事業」(令和２年度文部科学省採択
事業)を通じて、全学的な戦略の下で博士後期課程

①参加学生への経済的支援を引き続き行った。研究力向上及びキャ
リアパスに資するセミナーや研究発表会等を実施した。また、イン
ターンシップ参加を推進するため、インターンシップの単位化と企
業と学生のマッチングに関するシステムの拡充を図った。 
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令和４年度計画 令和４年度実績 

学生の生活支援及びキャリアパス・研究力向上の支
援を行うとともに、学生間の交流も促進する。 
②社会人教育拠点として、みなとみらいサテライトキ
ャンパスにおいて大学院を中心とした正課授業の
実施に加え、履修証明プログラム、授業公開、みな
とみらいサテライトキャンパス特別講座等、立地を活
かしつつ多様なプログラムを実施する。 
 
 
(都市社会文化研究科) 
 実践系プログラムである「持続可能な地域社会プ
ログラム」等の教育プログラムを展開し、SDGs 教育・
研究の強化、英語開講科目の拡充等研究科の特長
を活かした教育を推進する。また、③オンライン授
業を積極的に活用した社会人学生が学修しやすい
環境を整備、地域と連携した研究・実践をテーマと
した FD、みなとみらいサテライトキャンパスでのアド
バンスト・エクステンション・プログラム開講を通じ、
地域連携推進と社会人学生獲得を図る。 
 
(国際マネジメント研究科) 

引き続き、④SIMBA プログラムを中心としたソー
シャル・イノベーション教育・研究を展開し、他分野
との交流も通じて学内での研究連携に発展させる。
また、研究成果を学内外に積極的に発信する戦略
を検討する。内部進学者、社会人、留学生等多様な
学生ニーズに合わせた教育を展開し、⑤学部・研究
科５年一貫教育プログラムでは、在学中から学会報
告・査読付き論文掲載を目指す。新型コロナが収束
していない地域の留学生に対しては、オンラインに
学修の深化による研究・学修指導の継続可否につ
いて対応する。⑥社会人学生に対しては、みなとみ
らいサテライトキャンパスでの平日夜間と土曜日の
授業実施等を通じ、ポストコロナも見据えた新たな
学修形態を提供する。 
 
(生命ナノシステム科学研究科) 
⑦博士前期課程では、入試の学内推薦枠を拡大し
て学部・大学院一貫教育を強化し、より研究に注力
できる環境を整える。⑧博士後期課程では、引き続
き早期(１年)修了制度の積極的な運用、博士後期課
程フェローシッププログラムの広報活動等を進め、
社会人を含めた優秀な学生の確保・増加を図る。⑨
今年度より「マテリアルインフォマティクス」をデータ
思考関連科目として開講するなど領域横断型研究
及びデータ思考イノベーティブ人材育成に向けた
カリキュラム充実を図る。また、⑩外部機関の外国
人講師を招へいしたプレゼンテーション技術の講
義に加え、国際リトリートや各種海外プログラムによ
る研究交流等の実践的な機会提供を通じて、国際
的に活躍できる人材育成を進める。研究不正防止
や研究倫理・コンプライアンス教育については、継
続して授業及び各研究室での個別指導を徹底する

②みなとみらいサテライトキャンパスでは、大学院の授業として都市
社会文化研究科 8 科目、国際マネジメント研究科 4 科目、データ
サイエンス研究科12科目を対面・ハイブリッドで行うとともに集中講
義を中心とした学部授業、履修証明プログラム「YOKOHAMA D-
STEP」PBL 実習、「病院経営プログラム」、MM21 地区のニーズに
あった授業公開を含む新たなエクステンション講座である「みなと
みらいサテライトキャンパス特別講座」を実施した。 

 
 
(都市社会文化研究科) 
③令和３年度より開始した持続可能な地域社会プログラムは、令和４

年度初めて６名の修了者を輩出することができた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
(国際マネジメント研究科) 
④令和３年度より開始したソーシャル・イノベーション研究プログラム

を引き続き展開し、令和４年度においては９名の修了者を輩出する
ことができた。 

⑤学部・研究科５年一貫教育では、引き続き学部４年時に博士前期
課程の授業科目及び研究指導を履修できる制度を用意し、専門分
野の早期学修と研究時間確保の体制を整えた。 

⑥社会人を対象とした SIMBA プログラムの学生向けに平日夜間・土
曜日開講授業をみなとみらいサテライトキャンパスと遠隔で実施す
るなど、社会人学生が受講しやすい環境を展開した。 

 
 
 
 
 
 
（生命ナノシステム科学研究科） 
⑦博士前期課程では、学部・大学院一貫教育を強化し、入試の学内

推薦枠を拡大した。 
⑧博士後期課程では、引き続き早期(１年)修了制度を活用し、1.5 年

間での修了学生を輩出した。また早期修了制度や博士後期課程
フェローシッププログラムの積極的な運用及び広報活動等を進
め、優秀な社会人学生の増加を実現した。 

⑨領域横断型研究及びデータ思考イノベーティブ人材育成に向け、
「マテリアルインフォマティクス」をデータ思考関連科目として開講
した。 

⑩外部機関の外国人講師を招へいしたプレゼンテーション技術の講
義に加え、国際リトリートや各種海外プログラムによる研究交流等
の実践的な機会提供を通じて、国際的に活躍できる人材育成を行
った。また、研究不正防止や研究倫理・コンプライアンス教育につ
いては、授業内での指導の他、各研究室での個別指導を行い、研
究倫理教育の徹底を図った。 
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令和４年度計画 令和４年度実績 

ほか、定期的な意識調査の実施について検討す
る。 
 
(生命医科学研究科) 
⑪博士後期課程において、オンライン活用等による
社会人学生が学修しやすい環境の整備を進め、そ
の取組を発信して社会人学生の獲得を図る。研究
不正防止や研究倫理・コンプライアンス教育につい
て、引き続き内容や実施方法を検証しつつ確実に
実施する。⑫医学研究科との連携については、医
理連携教員の体制強化と課題解決に向けて引き続
き協議し、教育内容の一層の充実を図る。⑬令和５
年度に更新期限となるスーパーコンピュータについ
て、他キャンパスとの共同利用も踏まえ、更新内容
の検討を進める。 
 
 
(データサイエンス研究科) 
 データサイエンス専攻では、完成年度を迎えた学
部との接続を強化し、早期履修を推進する。引き続
き⑭「YOKOHAMA D-STEP」に研究科科目の一部
を提供、学生が履修証明プログラムも受講できる体
制を継続する。⑮ヘルスデータサイエンス専攻で
は、博士後期課程の設置届出を行い、博士前期課
程からの接続を考慮したカリキュラムを整備する。ま
た、社会人学生の就学環境に配慮して科目受講や
事務手続きを行えるよう、みなとみらいサテライトキ
ャンパスの活用を推進する。 

 
 
 
(生命医科学研究科) 
⑪オンライン授業や外部ネットワーク接続等を活用し、社会人学生の

研究活動を支援した。博士後期課程入試では、社会人学生を含め
定員を確保した。 

⑫医理連携協議会を 4 回開催し、外部研究費獲得を見据えたフリー
ディスカッションも行った。理学部生及び医学科生を相互に研究室
で受け入れ、医学科「リサーチ・クラークシップ」では最優秀賞を受
賞する等の実績をあげた。生命医科学研究科及び医学研究科の
教員各 2 名によるセミナーを開催し、学生 138 名、教職員 58 名が
参加した。 

⑬スーパーコンピュータに関しては、更新ワーキングを設置して他研
究科からの意見聴取を行った。予算範囲内において仕様を調整
し、令和５年度内の更新準備を進めた。 

 
（データサイエンス研究科） 
⑭令和５年度より DS リカレントプログラムの運用開始に向けて他研究

科・社会人及び連携大学間とでプログラムの整備を行った。 
⑮令和５年度より開設されるヘルスデータサイエンス専攻博士後期

課程において、学則改正及び早期修了制度も考慮したカリキュラ
ム設定が完了した。入学予定者4名中3名が博士前期課程からの
進学となり博士後期課程に 1 期生が入学することとなった。 

 
 

（医学研究科 医科学専攻) 
①域横断教育体制の構築に向け、相互連携セミナ
ー、オンライン講義等を通じて生命医科学研究科と
の医理連携を推進する。産学連携の観点から、大
学院講義として、バイオインフォマティクス関連セミ
ナーを引き続き両研究科合同で開催する。②大学
との連携では、連携大学院制度、学生交流協定を
通じた研究支援体制の充実等、人材交流の促進を
図る。 
 文部科学省採択事業である、①「多様な新ニーズ
に対応する『がん専門医療人材(がんプロフェッショ
ナル)』養成プラン」、②「基礎研究医養成活性化プ
ログラム」、③「課題解決型高度医療人材養成プログ
ラム」は、いずれも前年度で補助期間が終了した。
③①は関連事業の公募がないため、既に当プログ
ラムコースを履修している学生の教育を継続すると
ともに、後継事業の動向等を注視して対応を進め
る。④②は、整備した機器及び培った連携大学との
協力体制をもとに、引き続き社会で不足している法
医学者育成に取り組む。⑤③は、今年度からは収
入を財源として、国際マネジメント研究科とも連携し
て、自立した運営を行う。 
 
（医学研究科 看護学専攻) 
⑥看護学分野の研究指導、課題研究コースにおけ
る専門看護師、周麻酔期看護師、助産師の育成に

（医学研究科 医科学専攻） 
①生命医科学研究科との医理連携を推進し、生命倫理セミナーは前

期後期で各 1 回ずつ実施。バイオインフォマティクスは前期に実
習科目として他研究科学生も含めて開講し、生命医科学研究科か
ら 39 名が受講した。 

②令和４年度の他大学との大学院生交流状況は、連携大学院で（派
遣 8 名）、学生交流協定で（派遣 7 名、受入 3 名）となり、活発に行
われた。 

③『がん専門医療人材（がんプロフェッショナル）』養成プランは、令
和３年度において補助金事業終了となったが、カリキュラムを継続
し、前年度までに入学した在学生に対する履修支援により、3 名が
プログラムを修了した。 

④『基礎研究医 PG』（法医学者育成事業）は、法医学者等、基礎研究
医を 3 名以上養成することが求められているプログラムだが、令和
４年度は 1 名が修了し、2 人目の基礎研究医となった。 

⑤『課題解決型 PG』（YCU 病院経営プログラム）は、令和４年度は募
集人数 25 名のところ履修者数が 25 名となり自己収入で運営にか
かる直接経費をまかなうことができた。 

 
 
 
 
 
（医学研究科 看護学専攻) 
⑥基本となる研究倫理教育、高度な専門知識と研究実績を持つ教員

による研究指導並びに専門看護師等の人材育成を実施した。結
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取り組み、高度で実践的な看護を提供できる人材
育成を進める。また⑦学内における領域横断型の
教育研究体制の構築、学修環境の維持、FD や教
学IR を通じた教育研究の改善を図る。 

果、助産師国家試験 2 名、CNS4 名、特定行為研修 4 名が合格し
た。 

⑦学修環境維持のため大学院生から意見を聴取し、院生室の拡充、
利用ルール見直し、研究環境の維持等改善を図った。FD では、
データサイエンス研究科教員を講師に研究セミナーを行い、領域
横断につながる企画を実施した。 

（４） 学生支援に関する目標を達成するための取組 

①学生のニーズも取り入れながら、安全で充実した
大学生活を送れるよう経済的支援・課外活動支援等
を進め、支援を通じて学生のモラル意識の醸成、社
会性の向上等の人間形成につなげる。 
 ３年目となる高等教育の修学支援新制度及び本学
独自のYCU給付型奨学金(授業料減免制度)を円滑
に運用する。併せて、②YCU 給付型奨学金の制度
の見直しを行い、高等教育の修学支援新制度に申
請できない学生や、区分見直しにより支援を受けら
れなくなった学生を支援できるようにする。 
 ③課外活動については、補助金の適正な管理・執
行に向けた仕組みを構築・推進する。また、④「金
沢八景キャンパス環境向上プロジェクト委員会」の
取組を活発化させ、既存の学生自治会との連携推
進と学生自治全体の活性化を図るほか、⑤学生へ
の SDGs に関する啓発を推進するとともに、学生団
体の取組を支援する。 
⑥学生定期健康診断時のスクリーニングやキャンパ
ス相談、病棟実習学生に対する抗体検査・予防接
種・保険加入により、健康課題への早期介入及び支
援を行う。⑦新型コロナをはじめとした感染症予防
を啓発し、発生時には保健所及び学内各所管と協
力し出席停止等感染の拡大を防止する。また、⑧障
害のある学生に必要な合理的配慮が講じられるよ
う、バリアフリー支援室の周知と体制強化を図る。 

①国の高等教育の修学支援新制度、YCU給付型奨学金等の各種奨

学金について、円滑に周知及び給付した。課外活動では、本学独

自に策定した新型コロナウイルス感染防止対策ガイドラインに則り

指導し、感染拡大の防止につなげた。また、新入生オリエンテー

ション、キャンパスガイドブックを活用し、SNS 活用に関するルー

ル、学外活動を行う際の注意事項等、学生のモラル意識向上に取

り組むとともに、学生への指導を進めた。 

②YCU 給付型奨学金の制度見直しについて、関係部署と大学院生

のニーズにおける意見交換及び情報共有を進めるとともに、授業

料減免取扱要領のわかりづらい箇所の改正を行った。 

③課外活動補助金の事務課題の整理と改善案は作成したが、学生

自治会の活性化・自立化を含めた仕組みとすべく再検討とした。 

④学生自治会の活性化・自立化を図るため、中央委員会へのアドバ

イス等、学生自治会内の情報交換会を支援した。また、コロナ禍で

中断していた 3 年ぶりの浜大祭の開催において、ノウハウが途切

れていた学生団体を支援した。 

⑤学生団体によるサスティナブルシーフードの金沢八景キャンパス

生協食堂導入を支援し、学生に周知することで、ＳＤＧｓへの意識

啓発を行った。また、多くのメディアに取り上げられ、本学のプレゼ

ンス向上につながった。 

⑥定期健康診断時の心身のスクリーニング、キャンパス相談により健
康課題への早期介入を実施した。 

⑦新型コロナ感染予防に関する啓発と感染症発生時には、所管と連
携した対応や保健指導等を行い、感染拡大防止を図った。 

⑧障害のある学生への支援計画の作成及び合理的配慮の提供をし
たほか、FD/SD 研修を実施し、バリアフリー支援室の周知を図っ
た。 

 

２ 研究の推進に関する目標を達成するための取組 

（１） 研究の推進に関する目標を達成するための取組 

①第５期戦略的研究推進事業（令和３年度～令和５
年度）を推進し、本学の強みとなる研究をさらに強化
していく。 
 また、②先端医科学研究センターを中心に、トラン
スレーショナルリサーチをさらに促進するとともに、
さらなる外部資金獲得増加に向けた体制の強化を
図る。 

①令和３年度に続き、第５期戦略的研究推進事業にて本学の強みと
なる９分野 33 テーマへの支援を行い、新型コロナ研究をはじめと
する多くの研究を推進した。 
本学を主幹とし複数大学や企業等が参加する産学官連携の大型
事業が、科学技術振興機構「共創の場形成支援事業」（本格型:10
年間）に採択された。 

②先端医科学研究センターでは、トランスレーショナルリサーチ（TR）
の更なる推進や基礎・臨床の研究連携の活性化のため、オープン
プラットフォーム（YCU 連携研究コア）を構築し、本学の強みとなる
研究分野で複数のユニットを作り研究者間の情報交換等を開始し
た。また、次世代臨床研究センター（Y-NEXT）と協働しTRの基とな
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る研究シーズの調査を行ったほか、プロテオーム解析センターで
は新規シーズ探索公募を行い４件採択した。共同利用・共同研究
拠点事業においては、機能強化支援事業の採択に伴い、専属の
特任教員を配置し、学外の研究者との共同研究を 10 件推進した。
拠点主催となるセミナー開催やバイオインフォマティクス技術を学
ぶ実習とトレーニングコースでは、オンラインに加え、オンデマンド
での受講も本格導入した。 

①学術的研究推進事業において、学際的・融合的
研究の推進及び若手研究者の多様な研究に対応
できる新たな支援策を実施する。 
②本学保有特許の技術移転等導出活動を積極的
に行い、戦略的かつ効率的な産学連携を推進す
る。 
③大学発ベンチャーについて、新たな支援策を実
施し、より一層のベンチャー創出を推進する。 

 

①学術的研究推進事業においては、新たな支援策として融合研究
や学際研究を進める「YCU 未来共創プロジェクト」事業を創設し、5
件を採択した。また、科研費採択支援プロジェクトも若手研究者 6
名（うち 3 名採択）、大型種目6 名（うち 2 名採択）を支援した。科研
費補助金獲得支援では、URA の支援に加え、外部専門機関や学
内教員 OB と連携し支援し、採択率向上に繋げた（外部専門機関
支援採択率：29.7%、学内教員 OB 支援採択率:40％、本学平均 
27.5%）。 

②本学保有特許の技術移転等導出活動については、令和３年度に
続いてオンラインイベントを効率的に活用して研究成果や技術の
PR によるマッチングを推進した。また、出願・特許管理のデータベ
ースに技術移転情報や契約情報を一元化、共有することでより効
率的な技術移転活動が可能となった。 

③大学発ベンチャー創出支援においては、起業意識醸成、ベンチャ
ー創出促進を目的に「大学発ベンチャー起業セミナー」（公開壁打
ち１回、初級編９回、中級編 10 回）を開催した。GAP ファンド支援
等も行い、9 名から相談をうけ、6 件のベンチャーの起業に繋げ
た。また、新株予約権の要綱を制定した。 

①附属 2 病院で、がん研究の活性化に向けた院内
体制の整備を推進し、先進医療の実現性が高いも
のを中心に支援する「がん研究推進センター（仮
称）」の設置を含め、院内体制の整備を進める。 

①「がん研究推進センター（仮称）」は設置せず、既存の「先進医療推
進センター」内の学内先進支援事業の見直しを行い、先進医療や
医師主導治験の実現性が高いがん研究を中心に支援するよう体制
整備を行った。 

（２） 研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための取組 

①国の競争的研究費における制度改正に対する本
学の対応に関し、確実に学内教員へ周知し、適切
に対応する。 
②間接経費については、使途の明確化を図りつ
つ、より一層、有効活用できるよう引き続き、学内の
検討を進めていく。 
③研究に係るリスクマネジメントについては、法人
全体で対応できるよう連携体制を構築し、引き続き
法令や国際ルールに則って適正に実施する。 

 

①令和３年度に制度化した「直接経費から研究代表者（PI）（人件費の
支出）」及び「直接経費から研究以外の業務の代行に係る経費を支
出（バイアウト）」制度を学内周知した結果、PI:10 件（令和３年度：４
件）、バイアウト：23 件（令和３年度:５件）と大幅に利用実績が増加し
た。 

②研究・産学連携推進センターに、拠点事業の運用や新規獲得を目
的とした拠点推進部門を新たに構築し、機能強化を図った。 
企業等との受託研究及び共同研究に係る間接経費比率の見直し
を行った（受託：15→30％、共同：10→30％、※共同は経過措置で
令和５年度は 20％）。 

③研究に係るリスクマネジメントにおいては、利益相反マネジメント委
員会のアドバイザリー機関として新たに利益相反委員会を設置し
た。また、経産省アドバイザーによる安全保障輸出管理研修を行
った。 

Ⅱ 地域貢献に関する目標を達成するための取組 

「地域志向科目」を継続して開講して全学部学生
に提供する。今年度より、データ活用の視点も養う
ため、①地域志向科目に「総合講義(データサイエ
ンス入門)」を追加するなど見直し・充実を進めつ
つ、地域が直面している課題を発見し、解決できる
人材を育成する。 

①地域に関する学修や、地域の課題を発見し解決策を考える「地域
志向科目」を全学生の必修とし、金沢八景キャンパスで 8 科目(延
べ受講者数2,051名)、福浦キャンパスで5科目(延べ受講者数609
名)開講した。 

②地域等からのボランティア要請と学生の希望をマッチングするほ

か、ボランティア支援室独自のプログラム「ボラツアー」「ボランティ
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ウィズコロナの社会情勢に即し、感染防止対策を
講じた上で②ボランティア活動の支援を継続して推
進する。登録者及び派遣学生の増加を図るととも
に、ボランティア支援室として既存事業の整理を行
い、限られた資源で的確に支援する。また、③運営
する学生スタッフを企画段階から参加させることで、
意欲や自主性を高め人材育成につなげる。 

ア実践講座」等を行い、登録者数、派遣学生数の増加につなげ

た。また、食の協働プロジェクトやブリスター回収プロジェクト、ウク

ライナ避難民支援等を支援し、メディアへの掲載や学外表彰等社

会的にも高い評価を受けた。資金的にはYCUボランティア・スター

トアップ補助金等を通じ活動費を支援した。 

③ボランティア支援室と学生が提示した課題に学生自らが取り組み、
学生スタッフとして自主的な運営に発展させることで、人材育成に
繋げた。 

①教員が自ら地域企業・行政等との連携を前提とし
た教育・研究活動を提案する「教員地域貢献活動支
援事業：地域実践研究支援」の充実及び学内外へ
の情報発信を強化する。また、②地域貢献コーディ
ネーターを中心に行政と本学知的資源とのマッチ
ング活動を継続し、双方にとってメリットのある形で
の官学連携の促進を図る。 
③みなとみらいサテライトキャンパスを拠点に「横浜
未来機構」と連携してイノベーション及びスタートア
ップの支援・人材育成事業を展開し、市の掲げる「イ
ノベーション都市・横浜」を推進する。 
④市等からの新型コロナ感染症に関する看護師、
保健師等の派遣要請に対応し、医療・福祉面での
課題解決に協力する。 
 臨床法医学センターでは、⑤社会的ニーズの高
い、小児虐待が疑われる子どもの生体鑑定に対応
する体制を一層強化する「基礎研究医養成活性化
プログラム」（平成 29 年度文部科学省採択事業）終
了後も、事業期間中に築いたノウハウやネットワー
クを活用し、全国的に不足している法医学者の育成
に貢献する。⑥死因究明推進の一助として、検案及
び解剖例に対して死後 CT 診断を活用し精度向上
を図る。 

①令和３年度から開始した「地域実践研究」について、12 件を採択し
た。 

②地域貢献コーディネーターが仲介することで円滑に進めることが
でき、地域に対する大学への相談のしやすさにもつながった。 

③みなとみらいサテライトキャンパスにおいて、横浜未来機構YOXO
フェスティバルでの経済局・国際局イベントへの会場提供、会場サ
ポートを行うほか、NANA Lv.入居のスタートアップ企業との共同研
究を進めた。 

④COVID-19 重点医療機関（横浜はじめ病院）、横浜市福祉保健セ
ンター、金沢八景キャンパス職域接種等へ延べ 221 名を派遣し、
新型コロナウイルス感染症関連の対応に貢献した。 

⑤「基礎研究医養成活性化プログラム」終了後も、令和４年度におい
ては神奈川県警や神奈川県第三管区海上保安本部からの業務委
託の形で、司法解剖検査等を行った。 

⑥令和４年度は、司法解剖 170 件、権限解剖 17 件、法医検案 79 件
に対して、死後CT 診断を実施した。 

①本学の特長を活かした、多種多様な学びの機会
として、エクステンション講座を市各区局や企業等と
の連携を進めながら、広く市内で実施し、社会人や
市民の学びの機会の充実を図る。②オンライン講
座やみなとみらいサテライトキャンパスにおける特
別講座開講等、ノウハウと立地を活かした講座提供
を通じて、受講者のエリア・年代の拡充を目指す。 

①社会人等の新たな受講者層の獲得に向けて、オンライン講座や授
業開放講座の実施、みなとみらいサテライトキャンパスで開催する
など、開催方法を工夫し、年間100 を超える講座を提供した。 

②講座開催数が新型コロナ流行前の令和元年度以前には及ばなか
ったが、市等との連携講座を一定数確保し、共同での広報や講座
運営による良質な講座提供を実現した。 

①「大学と地域がつながるまち」特設サイト（名称未
定）の公開を通じて、大学・都市パートナーシップ協
議会の参加大学と市民・地域・企業・市等との連携を
強化し、市内外へ広く発信する。併せて、②協議会
を通じた市各区局からの依頼に引き続き積極的に
協力し、市政の推進に貢献する。 

①「はまキャン！～大学と地域がつながるまち・横浜～」特設サイトに
協力し、本学が開催する SDGs 関連イベントの情報を積極的に発
信した。 

②協議会事務局からの依頼事項について、担当部門に引き継ぎ随
時協力するとともに、協議会のもとに設置された「Zero Carbon 
Yokohama 推進分科会」に参画し、脱炭素社会の実現に向けた市
政の推進に貢献した。 

Ⅲ 国際化に関する目標を達成するための取組 

①新型コロナに対する政府の水際政策に沿い、渡
日を希望する留学生の入国支援を行い、大学として
可能な限りの留学生の学修機会・学内での交流機
会確保に努める。コロナ禍においても、②日本語学
校への広報活動を継続し、対面及びオンラインで

①未渡日留学生（私費、国費）の受入に向けたビザ手続など入国準
備を進めた。留学生に対し、学生ボランティアのチューター紹介や
留学生会の活動支援を行うことで、留学生と在校生の交流機会を確
保した。 
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令和４年度計画 令和４年度実績 

の説明会を積極的に実施するなど、アドミッションズ
センターと連携して優秀な留学生獲得・志願者確保
に努める。 
③留学生宿舎については、次期中期計画の策定と
連動して集約化に向けた検討を進める。 

新型コロナの影響が続く中、④海外学生と在学生
とが交流し共に学ぶことのできる魅力ある国際共修
プログラムを、対面及びオンラインで提供する。 
⑤外国人講師招へいを含め、英語で受講できる科
目やプログラムについて、学部や研究科による実施
を支援する。  

前年度で委託期間が満了した⑥「留学生就職促
進プログラム」（平成 29 年度文部科学省採択事業）
によって構築してきた取組を引き続き横浜国立大
学、神奈川県、横浜市及び本学の４者が中心とな
り、連携して実施する。 

②アドミッションズセンターと連携して日本語学校を対象に含む大学
説明会を実施した。 

③留学生宿舎については、新規宿舎利用検討や既存宿舎の集約に
ついて、候補先との条件交渉およびコストシミュレーションを実施し
具体的検討を進めた。 

④国際共修プログラムについて、対面及びオンラインで実施し、外
国人学生と日本人学生との交流が図られた。 

⑤令和４年度は 4 名の外国人講師招へいを実施した。（生命ナノシス
テム科学研究科1 名、国際商学部3 名） 

⑥留学生就職促進については、横浜国大、神奈川県、横浜市、各経
済団体等と連携し、文科省補助事業の後継となる「かながわ留学生
就職促進プログラム」を継続して実施した。併せて、文科省「留学生
就職促進教育プログラム認定制度」として認定された「YCU-
ADVANCE プログラム」を令和４年度後期より開始し、今後の継続実
施に向けた道筋を整えた。 

前年度秋より長期留学等を再開したことを踏ま
え、①各国の新型コロナの感染状況や危険情報を
注視しつつ、学生へのリスク管理指導を行いながら
渡航プログラムを適切に実施する。また、②短期プ
ログラムについては、派遣再開となった場合の体制
を整えて対応する。 
③オンラインプログラムについては、その特長を分
析・蓄積したノウハウの活用により、より多くの学生
へ留学・交流機会を提供できるよう、渡航プログラム
との効果的な併用を目指す。 

新型コロナ発生時の学生緊急帰国における経験
に加え、渡航再開時に行った渡航先大学における
危機管理対応調査で得られた情報・ノウハウ等をも
とに、④引き続き危機管理体制の見直し・強化を行
う。 
⑤海外フィールドワーク支援プログラムは、適宜運
営の見直しを行うほか、データサイエンス学部と連
携し、２年次第２クオータープログラムの構築を行
う。 

①コロナの影響で実渡航が 0 名となった年度もあったが、令和４年度
は、コロナの影響に配慮しながら、長期・短期合わせて 290 名を超
える学生の全ての渡航プログラムを問題なく運営することができた。 

②初の派遣となる第2クオータープログラムで100名を超える学生が
一斉に渡航したが、円滑かつ確実に実施することができた。 

③海外フィールドワーク支援プログラムでは、渡航前後にオンライン
での交流の機会を設けるなどし、教育効果を高めることができた。 

④渡航先でのコロナ罹患が頻発したが、保険会社や学生と密に連
絡・連携することで大事に至ることなく対応できた。 

⑤データサイエンス学部生向けのお勧めプログラムを開拓した。 
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令和４年度計画 令和４年度実績 

①協定校への留学充足状況を鑑み、英語圏を中心
とした海外協定校の戦略的開拓を進めつつ、増加
する既存協定について整理・検討する。 
②グローバル都市協力研究センター（GCI）では、
第 12 回アカデミックコンソーシアム（IACSC）横浜大
会の内容を踏まえ、国際共同研究を推進する。 
③第 13 回 IACSC ペナン大会は、新型コロナ収束
を見据え、マレーシア国の状況に応じて開催校で
あるマレーシア科学大学と開催形態を調整して開
催し、学生・研究者交流を促進する。 
④「持続可能な都市づくり共通教育プログラム
（SUDP）」を対面実施も視野に入れて第２クオーター
期間に開講し、海外学生と在学生との横浜での国
際共修を促進する。併せて、横浜をフィールドとす
るリサーチプログラム「YUSS」 により優秀な海外大
学院生を受け入れる。 
⑤科学技術振興機構（JST）のさくらサイエンスプロ
グラム等、外部資金による交流プログラムを推進す
る。 
⑥横浜市、各国大使館及び国際機関等と連携し、
講演会や国際交流イベント等の国際体験の機会
を、オンライン形式も含め幅広く学生に提供し、グロ
ーバル人材を育成する。 

コロナ禍においても国際交流機会の提供、大学のグローバル化推進
に努めた。 
①海外大学等と３つ新たに協定を締結。さらに学生のニーズの高い
英語圏の海外大学３校と交流開始に向けた交渉を開始した。 

②令和３年度のアカデミックコンソーシアム（IACSC）横浜大会で種を
まいた国際共同研究に向け、IACSC メンバー校間で議論やワーク
ショップ等を重ねた。 

③令和４年度 IACSC ペナン大会は、コロナ禍によりオンライン化した
が、工夫を重ね国際シンポジウム、IACSC メンバー大学混成グルー
プによる学生発表会等、対面開催とは違う形で貴重な多国籍間活
動の機会を維持し、学生・研究者交流を促進した。 

④SUDP もコロナ禍によりオンラインで、対策を踏まえた都市課題解
決方法を参加者で議論し共有できた。「YUSS」 については、ハイブ
リッド形式で実施。２年ぶりの対面プログラムでの施設見学や専門家
講義を提供したほか、その前後のオンラインプログラムを実施した。 

⑤さくらサイエンスプログラムでは外部資金を獲得し、計22名の海外
学生が貴重な機会を得た。 

⑥横浜市との国際イベントにおける連携の強化として、横浜市東京
プロモーション本部を発信拠点とした大使講演を実施、またフランク
フルト市直営の市民学校との交流会、アフリカ開発会議（TICAD）関
連で「第４回野口英世アフリカ賞」の受賞者と本学医学部との交流を
実施した。その他、アジア・スマートシティ会議での学生プレゼンテ
ーション、市内他大学と連携しての国際連合職員招へい、GCI によ
る日台国際ワークショップ」をオンライン開催した。また、フランス映
画祭への３年ぶりの学生ボランティア派遣等を実施した。 

 

Ⅳ 附属２病院（附属病院及び附属市民総合医療センター）に関する目標を達成するための取組 

１ 医療分野・医療提供等に関する目標を達成するための取組 

①がん医療・救急医療・災害時医療等、市や県の医
療政策に基づく医療機能の充実 
（がん医療） 
【附属病院・センター病院（以下【附・セ】）】「地域がん
診療連携拠点病院」(【附】は高度型)として、引き続き、
複雑ながん治療や、合併症を持つがん患者に対し、
高度で先進的な医療を提供する。 
 
 
 
 
 
 
 
【附・セ】５大がん等に関する地域連携パスを推進さ
せ、地域医療機関との機能分担や役割分担を促進
し、医療資源の有効活用を図る。 
【附・セ】「がん患者の就労相談」や「がんサロン」につ
いて、オンライン開催等、「with コロナ」や「新しい生活
スタイル」の時代に即した環境を整え、開催する。 
【附・セ】がんゲノム医療連携病院として、引き続き、地
域医療機関からの紹介患者受入をより強化し、多くの
患者にがんゲノム医療を提供する。また、がんゲノム
診療科、病理部及び遺伝子診療科医師、認定遺伝カ

①がん医療・救急医療・災害時医療等、市や県の医療政策に基づ
く医療機能の充実 
（がん医療） 
【附】市民向け「ＹＣＵ横浜早期膵癌診断プロジェクト 2023」を開始し
た。 
・県内唯一のキムリア提供施設として、順調に症例を積み重ね、20
例実施した。 
・外科的切除が不可能な神経内分泌腫瘍に対する核医学を使用し
たルタテラ治療（ＰＲＲＴ）の実施施設として、施設見学の受入れを
開始した。 

【セ】がんゲノム医療提供を継続して実施、東大病院とのがんゲノム

医療カンファランス(エキスパートパネル)での審議症例は 145 件。 

【附】新たに泌尿器科「前立腺がんパス」の運用を開始した。（令和４
年度実績 22 件） 
【セ】新規パス 2 件を地域医療機関と連携。また連携を促進するた
め一部治療連携計画の見直しを実施した。 
【附】「がんサロン」は、毎月開催（計12 回）しており、感染状況に配
慮してオンラインによる開催とした。 

【セ】社会保険労務士相談12 件（対面6、オンライン 6）、がんサロ

ン 10 回開催（全てオンライン）した。 

【附】南部、横須賀市、鎌倉市からの施設から紹介を受入れ、積極

的に個別セミナーを実施する等、連携強化に努めた。 

・がんゲノム医療コーディネーター研修を新規に７人受講した。 
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ウンセラー、がんゲノム医療コーディネーター等によ
るチーム医療を行う。 
 
 
 
 
 
【附】AYA 世代におけるがん患者へのフォロー体制を
構築し、「小児・AYA 世代支援センター（仮称）」を設
置する。 
 
（救急医療） 
【附】脳卒中や心筋梗塞の急性期診療、外科及び周
産期医療をはじめとした市内外からの救急患者を引
き続き積極的に受入れ、二次救急病院としての役割
を果たす。 
 
 
 
 
 
 
【セ】市内唯一の高度救命救急センターとして、他医
療機関で応需困難な症例や、横浜市重症外傷センタ
ーとして重症外傷患者の受入を積極的に行う。また、
周産期救急及び精神科救急の基幹病院として 24 時
間体制で患者の受入を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
（感染症医療） 
【附・セ】新型コロナ感染拡大の状況にあっては、二次
救急応需を担う救急（ER）部との機能分担や行政との
連携を強化し、平時の救急診療と新型コロナ重症患
者の救命の双方に注力する。他院との治療連携（重
症呼吸不全患者に対するECMO治療連携等）を推進
し「最後の砦」として地域医療への貢献を果たしてい
く。 
 
 
 
 
 
 
（災害時医療） 
【附・セ】「災害拠点病院」として、災害時の医療救護活
動において中心的な役割を担うとともに、DMAT（災
害派遣医療チーム）（【附・セ】）、及び DPAT（災害派
遣精神医療チーム）・YMAT（横浜救急医療チーム）
（【セ】）の隊員養成に引き続き取り組む。 
 
 

・「がんゲノム医療拠点病院」を申請し、令和5 年4 月から同拠点病

院として国から指定されることとなった。 

【セ】がんゲノム医療提供は 156 件、うち他院からの紹介により 7 件
の実施があった。 
【セ】がんゲノム診療科及び病理部、遺伝子診療科、認定遺伝カウ
ンセラー、がんゲノム医療コーディネーターによるカンファレンスを
毎週開催し、チーム医療に取り組んだ。 
【附】上半期に院内の全診療科を対象としたヒアリングや他施設の
状況についてヒアリングを行った。 
・次年度に相談支援部門を先行し、「AYA 世代支援センター」の発
足を予定している。 

（救急医療） 
【附】毎朝、前日の救急患者を報告し、受入れ課題や体制の検討に
繋げた。 

・6 月に全医師に対し、主訴違い等の不適切な不応需をなくすた

め、救急患者の受入れ方法について周知した。 

・救急搬送の受入れ需要拡大による施策として、3 月に心疾患ホット
ラインの運用について近隣の医療機関へ再周知した。 

・新型コロナ感染症患者の増加に伴いコロナ病床が満床となり、応

需率が前年比で▲2.8％減少した。しかし可能な限り受入れたた

め過去最高の救急車受入れ件数となった。 

【セ】当院が先駆的に取り組んでいる「病院間ECMO治療連携」も令
和４年度新たに１病院を加え（計７病院）、コロナ禍の重症呼吸不全
患者の救命にも注力した。 
・二次救急については、昨年度発足したＥＲ部が中心となり、市内外
の急性期病院や救急隊からの患者の受入要請に応えている。 

・総合周産期母子医療センターは、市内唯一の妊娠22 週目の出産
に対応可能な医療機関として、母体又は胎児に対するリスクの高
い患者及び救急患者の受入れを積極的に行った。 

・精神科救急医療施設運営事業に係る精神科救急システム受入施
設として４県市（神奈川県、横浜市、川崎市、相模原市）の精神科
救急医療体制の充実に貢献している。 

 
（感染症医療） 

【附】新型コロナ感染状況により、救急バックアップ体制や COVID-

19 中等症の夜間対応等フレキシブルに対応した。 

・患者動線を考慮し、外来発熱患者の診療を救急外来で実施し、救
急外来患者数が増加した。 
【セ】ECMO 装着から搬送まで一貫して行ういわゆる「ECMO 搬送」
にも２件対応し、ECMO 搬送に係る院内多職種との合同訓練を実
施した。市内唯一の高度救命救急センターとしてコロナ禍の重症呼
吸不全患者の救命に大きく貢献した。 
・職員やその家族等にも新型コロナ感染が及び、出勤停止者が相
次ぐ中で、その都度院内体制を柔軟に見直し、重症者の救急受入
れを滞らせぬよう、対応を継続した。 

・今年度新たに１病院と治療連携を結んだ（計７病院）。 
 
（災害時医療） 
【附】コロナ禍で休会していた DMAT 小部会を再開し、開催予定の
訓練の確認や隊員間の情報共有を実施した。 
・DMAT 隊員を１名（業務調整役）、DMAT-L 隊員（医師）を１名増員
した。 

・DMAT 隊員のメーリングリストや Teams を整備し、連絡体制を強化
した。 

26



 

 
 
 
 
 
 
 
【附・セ】事業継続計画（ＢＣＰ）及び災害対策マニュア
ル・アクションカードについて適宜見直しを行う。ま
た、災害時の傷病者受入れやＢＣＰに関する研修及
び訓練を行う。 
【セ】行政からの出動要請に応じドクターカーを
YMAT と共に災害・救急医療現場に出動し、傷病者
に高度な救急医療等を提供するなど政策的医療へ
の貢献を果たしていく。 
 
 
 
（その他政策的医療） 
【附】遠隔医療体制（Tele-ICU）の「支援センター」を４
月から 24 時間 365 日体制として稼働し、夜間帯を支
援する。 
※依頼側として、市立脳卒中神経脊椎センター、市立市民病

院、附属２病院が対象 

 
【附・セ】引き続き、薬効別医薬品フォーミュラリーを拡
大し、最適な医療提供に取り組む。 
【セ】薬剤師の専門を活かした薬物治療管理・安全性
確保、医師の業務負担軽減のため PBPM を拡大、実
践する。 
【附】サテライト活用等による放射線画像診断体制の
強化を実施する。また、県と協力し、県内の遠隔画像
診断連携の仕組みを検討する。 
【セ】サテライトオフィスによる遠隔画像診断の状況を
附属病院と共有しながらセンター病院での導入につ
いて検討を行う。 
【附・セ】一次脳卒中センター（PSC）として、ホットライ
ンを活用して積極的に患者を受入れ、迅速に診療を
開始する体制を維持する。附属病院においては、地
域における脳卒中診療において中心的な役割を担う
PSC コア施設の認定に向けて運営する。 
 
 
②高度な医療や合併症など集学的治療を必要とする
患者に対応するための体制の充実 
【附】YCU てんかんセンターの診療体制を推進し、
「てんかん連携医療施設」の認定を目指す。 
 
【附】高度薬学管理機能をもった敷地内薬局の整備を
進め、ハイリスク薬や抗 HIV 薬の院外処方を安全に
行う際に薬薬連携等を推進し、地域医療体制の充実
に貢献する。 
 
 
 
 

【セ】各種DMAT 隊員養成研修や、DMAT 技能維持研修には、
DMAT インストラクターとして、企画・講師側で参画し、病院に還元
することで、隊員の技能維持・向上に努め、災害拠点病院の対応力
向上に寄与した。 
・国や県が開催する災害訓練に参加した。 
・YMAT 隊員の養成については、横浜市実施の隊員養成研修に医
師・看護師・ドライバーの５名が参加した。 

【附】BCP について、全体的な見直しを行い、年度末までに完了し
た。 
【セ】災害対策WG を通じて BCP マニュアルの見直しを行い、想定
する災害を追加した第2 版を発行した。 
・3 月７日に多数傷病者受入訓練を実施した。 
・災害対策WG において、BCP に基づく災害訓練を計画し、12 月
に机上訓練、2 月に実動訓練を実施した。 

【セ】YMAT の出動件数は 16 件であった。 
・昨年11 月に横浜市と新たに協定を取り交わしたドクターカーによ
る災害・救急医療現場への出動は 45 件であった。 

 
（その他政策的医療） 
【附】遠隔ICU の「支援センター」を 4 月1日より 24 時間365 日体制
とした。 
・令和6年度診療報酬収載に向け評価指標を元に中医協へ提出す
る遠隔ICU 実績報告書（導入後のアウトカム）を作成した。 

・12 月より若年性認知症支援コーディネーター事業を受託し、コー
ディネーターを配置した。 

【附・セ】2 種類を新規に作成（【附】）し、２種類追加作成（【セ】）を行

った。 

【セ】令和４年度新たに 3 プロトコル追加し運用開始した。 
 
【附・セ】市内金沢病院と協定書を取り交し、金沢病院の読影を附属
病院・センター病院から遠隔で行う運用を開始した。 
【セ】附属病院での遠隔画像診断の状況を共有しながら、センター
病院では遠隔病理診断のための病理スライド画像配信システムを
導入した。次年度以降で外部との遠隔診断を構築する。 
 
 
【附】一次脳卒中センター（PSC）に認定されたものの、PSC コア施設
には認定されなかったが、令和５年度の PSC コア施設認定に向け
て運営する。 
【セ】一次脳卒中センター（PSC）として、脳卒中ホットライン（S ライ
ン）等を通じてＥＲ部門中心に地域医療機関や救急隊からの脳卒中
患者の積極的な受入れを行った。 
 
②高度な医療や合併症など集学的治療を必要とする患者に対応
するための体制の充実 
【附】令和４年度の申請受付はなかった。持続可能な体制を整備す
るため、脳波判読体制を確保する調整を行い、連携医療施設認定
が再開された際に取得できるよう取組を進める。 
【附】敷地内薬局は、２月に竣工、３月に開局し、患者の利便性が向
上した。 
【附】集学的センターの一つとして、新たに「乾癬センター」を設立し
た。 
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令和４年度計画 令和４年度実績 

①大学病院・高度急性期病院としての医療機能の
充実 
（難易度の高い手術の増加） 
【附】全身麻酔を一部可能としたことで１階手術室の
本格運用を開始し、４階中央手術室と合わせて効
率的な手術室の活用を行う。また、手術件数増加
に向けて、重症系病床及び４階中央手術室の増床
の検討をする。 
 
 
 
 
 
【セ】診療科の配置転換と施設改修を実施し、狭隘
化している外来化学療法室の拡充と外来診療の効
率的な運用を行う。 
 
 
（先進医療の推進） 
【附・セ】先進医療申請の可能性があるものについ
て、早期に厚生労働省の先進医療事前相談を受
け、申請可能な研究計画書を作成できるようにす
る。 
 
（在院日数の適正化） 
【附・セ】DPCⅡ期間以内の入院日数を目指し、
PFM による日曜入院や病棟運用変更による検査
当日入院等ができるよう、引き続きクリニカルパスを
整備し、病床を有効活用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【附・セ】退院前に地域の関係機関とカンファレンス
等を開催し、患者が安心する退院支援の実現を図
る。（介護支援等連携指導料・退院時共同指導料の
算定件数増加【セ】） 
 
 
 

【附・セ】入退院調整をオンライン上で行うクラウドサ

ービスを導入し、参入医療機関との連携会を実施

し、連携強化を図る。 

 

 

 

①大学病院・高度急性期病院としての医療機能の充実 
 
（難易度の高い手術の増加） 
【附】日帰り手術を円滑に実施するため、1 階手術室の活用を始めた。 
・整形外科、形成外科を中心とした１階手術室の運用は全体で 338 
症例、73 ％増加（昨年比）した。 

・重症系病床について、関連所管と検討しながら、移転に伴う各部署
への影響度等は引き続き、調整を進めた。実施設計が令和５年 6 月
末に完了予定。 

・中央手術室の増室について、玉突き移転が発生するため、重症系
病床改修での移転調整が済み次第、順次検討を進める。 

・手術支援ロボットアーム(Cirq ロボットアームシステム)を用いて、難治
性てんかん患者に対する電極留置/頭蓋内脳波を実施した。 

【セ】本館外来レイアウト変更工事を開始した（令和４年～令和５年の 2
か年工事）。 
 
 
 
（先進医療の推進） 
【附・セ】センター病院において、４月に生殖医療センターの先進医療
A の申請２件、８月に消化器病センターの先進医療A の申請１件を行
った。 
 
 
（在院日数の適正化） 

【附】２年間見直しされていないパスや診療報酬改定によりⅡ期間超

えとなったもの、手術日の設定を入院当日に変更する等調整が必要

となったパスは、関係部署と調整を行い、パスを改訂した。 

・設定条件を元に分析対象とするパスを抽出し解析シートを用いて、

日数の妥当性、アウトカム評価、バリアンス分析等を行い、委員会で

審議し、課題について診療科、病棟へフィードバックを行った。 

・クリニカルパス適用率が、令和４年４月～令和５年３月で平均：49％を
越え、DPCⅡ期間以内の退院も令和５年３月では 77.5％となり、高い
割合を維持できた。 

【セ】令和４年にⅡ期が短縮された主要な DPC に関し、6 月の病院長
面談にて診療科部長に説明した。令和４年度のベンチマーク分析を
基に、設定内容の見直しの検討を行った。 
・令和４年度実績：DPCⅡ期間以内退院率75.5％ 
【附・セ】上半期は、コロナの影響もあり想定件数には程遠く、オンライ
ンの有効的な活用方法を部門内で共有することで算定件数向上させ
ることができた。 
【セ】地域関係機関とカンファレンスを開催し、介護支援等連携指導料
等の算定件数増加に寄与した。しかし、新型コロナ感染拡大の影響
を受け、目標件数には及ばなかった。 

 
【附・セ】9 月に横浜市内を中心に転院調整システム（ケアブックコネク
ト®）導入医療機関と意見交換会を開催し、両者間（送り出す側、受け
入れる側）での情報交換を行った。 
・ソーシャルワーカーによる転院調整の約8 割に転院調整システム
（ケアブックコネクト®）を活用した。 

・令和４年度は精神科領域、介護施設、行政機関が新規参入し活用の
幅が拡大している。 
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令和４年度計画 令和４年度実績 

【セ】退院患者の逆紹介率と連動する「総合入院体
制加算」の施設基準の維持を目標として、多部門か
らなる対策チームと協働し、モニタリングや維持向
上に取り組む。 
【附・セ】診療データ(バリアンス)の収集・分析、他院
とのベンチマークによる各診療科の治療内容を可
視化・比較することで、医療の質の向上及び経営
改善の推進を図る。 
 
【附・セ】附属2 病院で連携し、クリニカルパス共通
化および推進を行う。 
 
 
（外来患者数の適正化） 
【附・セ】登録医療機関や連携病院制度の充実を図
るとともに、デジタルサイネージを活用して「逆紹介
の推進」を普及啓発する患者からの予約申し込み
が可能な診療科を拡大し、紹介患者の増加を図
る。 
 
 
 
【セ】Web 初診予約の拡充など、紹介予約方法の利
便性をさらに高め初診患者の獲得を目指す。 
【附・セ】訪問活動に加えて、Web を活用した地域
医療研修会や連携会などを開催し、引き続き、前
方・後方連携のさらなる充実を図る。また、退院のタ
イミングを捉えた逆紹介の推進に取り組み、外来患
者の適正化を図る。 
 
 
②高度な医療提供及び医療機器・設備の計画的な
導入・更新 
【附・セ】高度で質の高い医療の提供や地域の医療
ニーズ、採算性等を踏まえた多角的な視点で、優
先順位を付けながら、引き続き、計画的に医療機
器の購入、施設整備を行う。 
 
【附】手術支援ロボット（ダヴィンチ）を、教育面や円
滑な手術の視点から、同機種（Ｘｉ ２台体制）に統一
し、安定した医療の提供を行う。 
【セ】導入から 14 年経過している線形加速器システ
ム（医療用リニアック）を更新し、最先端高精度放射
治療に対応する。 

【セ】「総合入院体制加算」は、令和４年度の診療報酬改定にて新設さ
れた「急性期充実体制加算」の届出に伴って取り下げとなったが、デ
ジタルサイネージ（医療機関検索機能付き）等での周知・啓発や、W
主治医制を推進するなど、高い逆紹介率を維持した。 
【附】在院とパス日数の比較、アウトカム評価率、バリアンス発生の状
況を解析したものをまとめ、クリニカルパス審査会にて報告した。 
・分析結果を踏まえ、改善３件、現在進行形で１件、診療科・病棟と調

整中であり、今後も継続していく。 
 
【附・セ】附属２病院共通パスを作成するにあたり、「整形外科：人工股
関節置換術パス」を選定し、附属２病院のパス内容を比較分析してい
くこととした。 
 
（外来患者数の適正化） 
【附】「かかりつけ医紹介連絡票」を活用し、登録医を中心に患者に適
切な医療機関の紹介を行った。 
【セ】デジタルサイネージ（医療機関検索機能付き）には登録医療機関
を掲載しており、かかりつけ医相談窓口と併せて活用ができるよう対
策している。 
【附】患者からの申し込み可能な診療科を６診療科に拡大し、医療機
関が患者を紹介しやすい環境づくりを行い、初診患者の増加につな
げた。 
【セ】令和３年度は、9 診療科が Web 予約対応だったが、令和４年度
は１６科まで拡充しており、新型コロナ感染症による診療制限の影響
を最小限にとどめ、紹介患者数の維持・獲得に繋げた。 
【附】地域の医療機関向け研修会を 20 回開催し連携強化を図るととも
に、専門訪問職員による医療機関訪問を行い、当院の PR に努めた。 
【セ】コロナ渦においてもオンラインを活用した地域連携研修会や可
能な範囲での訪問活動を実施し、地域医療機関との連携関係の維
持、拡充を図った。 
 
②高度な医療提供及び医療機器・設備の計画的な導入・更新 
【附】令和５年度に購入する機器について、院内・学内会議に諮り、X
線撮影装置や血液浄化装置等が決定した。 
【セ】全診療科・部門に対して医療機器購入の要望調査を実施し、購
入を行った。 
・本館外来レイアウト変更工事を開始した。 
・救急棟受変電設備更新工事、救急棟個別空調設備更新工事、吸収
式冷凍機更新工事等が完了した。 

【附】X、Xi（２台体制）から同機種（Xi 2 台）に統一し、１月より運用開始
となった。 
【セ】線形加速器システム（医療用リニアック）は納品され、稼働に向け
て準備を進めた。 

【附・セ】附属２病院再整備に向けた医療技術職の
各部門間における短期交流研修等を実施し、２病
院間での人事交流を推進するとともに、定期人事
異動等の検討を進める。 
【附・セ】薬剤部1 週間交流を継続・拡充する。ま
た、Web を活用した研修や医薬品ヒアリングの 2 病
院合同で開催する。 
 
【附・セ】附属２病院の病院情報システム（電子カル
テ等）については、令和８年頃のシステム統合に向

【附・セ】令和４年 9 月～令和５年 2 月 附属２病院間看護部にて７名ず
つの人事交流を行った。 
・医療技術職においても 2 病院間の相互研修を実施した。 
 
【附・セ】薬剤師レジデントについて、１か月交換研修（４名【セ】→【附】

派遣、３名【附】→【セ】派遣）を行った。 
・薬剤部１週間交流３回実施。２病院合同研修は計14 回、医薬品ヒア
リングは 41 回実施した。 

【附・セ】7 月に２病院の病院情報システム統合調整会議及び部門別
WG を設置し、要件定義策定を進めた。 
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令和４年度計画 令和４年度実績 

け、令和３年度に決定したシステム統合の基本方
針に基づいて２病院間での検討の体制を組織し、
システム構築事業者特定のための要件策定を進め
る。 
 
 

２ 医療人材の育成等に関する目標を達成するための取組 

①新たな専門医制度に対応した専門医の育成 
【附・セ】新専門医制度に対応した人員配置（専攻
医、指導医、事務部門）の維持・改善を図るととも
に、JMECC 講習会や共通講習（医療安全、感染制
御）等を実施し、専攻医に対し知識・技術習得を支
援するなど育成を図る。 
 
②臨床研修医の確保と育成 
【附・セ】２病院の特色や学生・研修医のニーズ等を
踏まえた研修プログラムの作成・随時見直しを行
う。また、広報・採用活動においては、リアルイベン
トとオンラインツールを併用し、説明会参加者、マッ
チング受験者の確保につなげる。採用後は、各診
療科におけるローテート研修に加えて、テーマ別
の研修医セミナーや症例発表会等を開催し、研修
医の知識・技術習得を支援する。 
＊令和４年度目標 
初期臨床研修医のマッチング率：【附・セ】100％/年 
マッチング登録者数（全国大学附属病院）：【附・セ】
５位以内 
 
 
 
 
 
③指導医の確保 
【附・セ】２病院合同による「臨床研修指導医講習会」
をはじめとする講習会や研修会等を開催し、指導
医の確保、教育技術の向上につなげる。また、大
学病院として、地域の医療施設等も含めた指導医
の育成を行う。 

①新たな専門医制度に対応した専門医の育成 
【附】JMECC（内科救急・ICLS 講習会）を開催したほか、共通講習（医
療安全、感染制御）等を実施し、質の高い専攻医・専門医を育成し
た。また、継続的な指導体制確保に向け、指導者向け講習会も新た
に開催した。 
【セ】６月に共通講習を実施し、専門医育成を図った。 
 
②臨床研修医の確保と育成 
【附】毎月の研修委員会や毎週の担当者ミーティングの機会を設け、
研修医の日々の教育支援体制についての協議を行ってきた。 
・働き方改革を踏まえた診療科当直に合わせて、病院当直研修プロ
グラムについて、研修委員会で議論を重ね、令和5 年度に向けた運
用改善を行った。 

【セ】研修ニーズ等を踏まえ次年度研修プログラム冊子、募集要項を
作成した。 
・各診療科にも研修プログラムの更新を依頼し、募集要項、研修医手
帳を作成した。 

【附】広報・採用活動においては、医学生へ向けた説明会をオンライ
ンおよび対面形式で開催し、延べ 386 名の学生から参加があり、マッ
チング受験者の確保につなげることもでき、結果としてマッチング率
100％につながった。 
【セ】5～7 月にオンラインを併用した説明会を実施した。 （オンライン
説明会6 回、現地開催1 回。参加者数総計570 人） 
・１１～２月にオンライン説明会を実施した（２回、参加者総計150 人）。 
 
③指導医の確保 
【附・セ】2 月に 2 病院合同による臨床研修指導医養成講習会をオン
ラインにて開催した。 
・オンラインで開催したことにより、集合形式では参加しづらい遠方の
病院（北海道富良野病院）からも受講者を得ることができ、協力病院・
施設の指導医育成に貢献できた。 
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令和４年度計画 令和４年度実績 

①医師・看護師・コメディカルスタッフ・事務職員の確
保と育成 
【附・セ】大学病院として、本学のみならず地域病院も
含めた医療提供体制を保持するため、ニーズに即し
た採用活動や地域の医療機関等との人事交流を通
じ、専門知識を持った医療スタッフの確保・適正配置
を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
②ＹＣＵ－Ｎジェネラリスト及び専門・認定、特定行為
研修修了看護師の育成 
【附・セ】YCU-N ジェネラリスト育成として YCU 版クリ
ニカルラダーを実施し、クリニカルラダーⅢ認定まで
支援する。また、キャリアラダーへの移行を図る。 
【附・セ】継続して専門・認定看護師を育成し院内リソ
ースとしての活用を推進する。専門看護師について
は臨床倫理コンサルティングチームへの参画を通し
組織全体の倫理的課題への介入を通し医療の質向
上を図る。 
認定看護師は、特定行為研修受講を推進し「特定認
定看護師」への移行申請を進める。 
新たな認定看護師教育への進学は「B 課程（特定行
為研修有り）」を推進し看護キャリア開発支援センター
特定行為研修と共に受講支援をする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③特定行為に係る研修制度の推進 
【附・セ】特定行為研修を継続し、外科術後病棟管理
領域パッケージコースと 17 区分自由選択コースを実
施し、年間5 名を育成する。修了者に対するフォロー
アップセミナーを年間2 回開催し、2 病院及び看護
学専攻（周麻酔期看護師）で情報共有し活動拡大に
向けた整備をする。 
 
 
 
 

①医師・看護師・コメディカルスタッフ・事務職員の確保と育成 
 
【附・セ】看護採用においては地方２都市（仙台・福岡）での採用試験
実施や Web 面接の活用など、幅広い確保策を講じた。看護採用に
おいては適性検査を導入し、より丁寧な面接試験を実施することが
できた。 
・医療技術職では職種毎に２病院合同オンライン見学会を開催し
た。 

・PMDA（独立行政法人医薬品医療機器総合機構）へ薬剤師１名を
出向させた。 

・退院支援機能の強化を目的に、1～2 月にかけて看護師１名を地
域の訪問看護ステーションに出向させた。 

・附属病院にて人事交流（医療スタッフの地域医療機関との交流）を
実施した。 

 
②ＹＣＵ－Ｎジェネラリスト及び専門・認定、特定行為研修修了看護
師の育成 
【附・セ】上半期に附属 2 病院合同ラダー会議にてクリニカルラダー
からキャリアラダー移行に向けた検討を実施した。 
・附属2 病院看護職員１,５２１名にクリニカルラダーを実施した。 
【附】2 月末より YCU 版キャリアラダーの試行を実施した。試行結果
をもとに、令和５年度のキャリアラダー移行に向けて運用整備を行
い、引き続き取り組む。 
【セ】4 部署でキャリアラダーの試行を実施。今後評価して令和５年
度に開始予定。 
【附】臨床倫理コンサルテーションチームに専門看護師が参画し、
日常の倫理的課題への介入を実施している。 
・看護師の倫理的感受性を高めるため、看護管理者も含めた倫理
教育を体系化し、実践力に則した研修を企画、実施した。 

【セ】専門看護師４名がチームに参画し、院内全体の倫理的課題に
介入している。 
【附】看護キャリア開発支援センターの特定行為研修を専門看護師
1 名、認定看護師 2 名が受講を修了し、特定認定看護師への移行
申請を実施した。 
・令和４年度は、護キャリア開発支援センター特定行為研修第２期生
５名（附３名、セ2名）が研修を修了した。受講生の中には専門看護
師1 名、認定看護師2 名おり、第3 期生5 名中2 名も認定看護師
である。令和５年度第5期生5名のうち2名が認定看護師であり計
画的に移行を推進できた。 

【セ】認定看護師1 名が特定行為研修を終了した。 
【附】附属病院看護部は3名の認定看護師教育課程（B課程）を3名
修了し、令和５年度も 1 名の進学を予定している。 
【セ】令和４年度は、B 課程への進学計画なし。 
 
③特定行為に係る研修制度の推進 
【附・セ】第１回「特定行為研修修了者のフォローアップセミナー」で
は、2 病院の特定行為研修修了者 11 名と、他施設で従事している
看護学専攻修了生1 名が参加した。 
・第 2 回は、センター病院大塚副病院長による特別講義、情報共有
会、技術練習の 3 部構成で開催し、参加者からは概ね好評であっ
た。 

・令和 5 年 2 月末現在特定行為研修修了看護師は、附属病院 15
名、センター病院 14 名で合計 29 名となった。今後も 2 病院間で
情報共有を行い実践の拡大に向けて運用整備、修了後教育体系
の構築に取り組む。 
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令和４年度計画 令和４年度実績 

④労働環境の向上 

【附・セ】医師事務作業補助者が、引き続き文書作成
補助、外来での検査予約等の補助、各種データ入力
等を実施し、医師業務のタスクシフトを推進するととも
に、医療業務の標準化を図る。また、医師事務作業
補助者の人材確保・育成（キャリア形成等）を図る。 
【セ】医師事務作業補助者の積極的な採用とキャリア
形成をすすめることで、「医師事務作業補助体制加
算１ 15 対1」を取得する。 
【附・セ】令和６年度施行の医師の働き方改革に向け
て、勤務時間管理について多角的に検討するととも
に、引き続き、ワーク・ライフ・バランスの向上を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【附】昨年度に整理した看護補助体制に基づき、引き
続き人員確保を進め、安定的な業務運営を行う。看
護業務をタスクシフトできるような看護補助者教育を
行う。 
【セ】看護補助者業務の整理と体制を再構築し、看護
業務をタスクシフトできるような看護補助者教育を行
う。また、夜間看護補助者業務について再考する。 

 

 

 

⑤ライフイベントを向かえた医療スタッフの復職支援
や働きやすい環境の整備 
【附・セ】出産・育児や介護などのライフイベントをむか
えた職員に対し、各種制度の周知・情報提供等を通
じて、「プライベートと仕事」「家庭責任と仕事」を両立
しながらキャリアを継続できるよう支援する。 
【附・セ】職員の子の預け先の保育所が臨時休園とな
った際、院内保育所での緊急受入れを積極的に周知
及び実施するなど、院内保育充実を行う。また、育児
支援枠の拡大、看護助手の配置等、医療スタッフが
働きやすい環境整備を行う。 
 
 
 

④労働環境の向上 

【附・セ】電話予約変更センターの委託化を行った。医師事務作業

補助者については、多くの診療科に対して業務拡充を進めており、

業務の標準化を進めた。 

【セ】退職もあり増員には至らず、20 対１加算を継続し上位加算算定
には至っていない。人材育成は着実に進捗し、補助業務の拡充に
寄与している。 
 
【附】令和６年度施行の医師の働き方改革に向けて「医師の労働時
間短縮計画」の策定に向け準備を進めた。 
・医師の勤務時間管理の適正化に向け、各診療科からヒアリングを
行い、必要に応じた調整を行った。 

・ハード面の整備についても、医師向けの出退勤管理システム
（Dr.Joy）の導入を決定し、実務面での準備を進めた。 

・令和３年 12 月～令和４年 3 月に実施した『宿日直時間帯の実態調
査』をもとに、上半期は各診療科にヒアリングを行い、宿日直中の
実働有無やその業務内容を確認した。 

・一部の診療科では、時間外労働の上限規制および連続勤務時間
制限・勤務間インターバル規制等に対応するため、勤務形態の見
直しを行った。 

【セ】診療科ごとに超過勤務時間等の実績を毎月フィードバックする
など、時間外労働の短縮をはじめ、各診療科における働き方改革
に向けた取組を推進した。 
・宿日直時間帯における勤務実態のヒアリングを行い、一部の診療
科で夜勤化へ移行した。また、許可基準を満たす宿直について宿
直許可申請を行う等、宿直時間帯の勤務パターンの整理を進め
た。 

・兼業の実態調査を実施した。また、院内広報で働き方改革に関す
るトピックスや勤務時間管理の必要性など啓発活動を継続して実
施した。 

【附】看護補助者（看護助手）の確保については欠員が存在するた
め、補充のために採用活動を強化した。 
【セ】看護補助者の教育体制の見直し、ラダーの自己・他者評価を
実施し、看護補助者と看護師対象の研修を行った。 
・外来の看護補助者へのタスクシフトを推進するため、新たな人材
を雇用し育成している。 

・夜間看護補助者と遅出補助者の業務調査を実施した。夜間看護
補助者の業務を再考し、次年度の看護師の夜勤人員を合わせて
検討している。 

 
⑤ライフイベントを向かえた医療スタッフの復職支援や働きやすい
環境の整備 
【附】育休復帰看護師を対象とした支援企画をオンライン・対面で３
回開催した（計 15 名参加）。産育休前の看護師の参加が実現し、不
安の解消につながった。 
【セ】10 月 1 日付で実施される育児・介護休業法の改正について周
知を行い、働きやすい環境の整備を進めた。 
【附】院内保育所の利用資格の拡大を行い、附属病院で勤務する全
教職員が対象となった。 
・新型コロナによる保育園休園者に対する特別預かりを実施した。 
・一時保育（曜日限定保育）の対象者が指導診療医のみだったが、
制限を外したことで、看護師の利用が可能になった。育児短時間
勤務で出勤日数を 4 日以下にしている看護職員も保育所が利用
できることにつながった。 
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令和４年度計画 令和４年度実績 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

⑥病院運営をマネジメントする職員の育成 
【附・セ】キャリアに応じて求められる役割・能力の醸
成に向けて、院内外における研修・セミナーの受講を
促進するとともに、病院事務職員を対象とした病院経
営に資する新たな研修制度の導入を検討する。 
また、文部科学省「課題解決型高度医療人材養成プ
ログラム」の一環として開講している「YCU 病院経営
プログラム」や「ソーシャルイノベーション社会人MBA
プログラム：SIMBA」について、常勤職員等の履修支
援を行い、病院経営に資する人材育成を推進する。 
【附】「病院経営者（事務長）育成塾」に係長級以上の
事務職員を引き続き参加させるとともに、新たに開講
される「薬局長育成塾」に係長級以上の薬剤師を参加
させ、病院経営者の育成を推進する。 
 

【セ】教職員が通常利用している保育所の急な休園時にスムーズな
対応が行えるよう、昨年度に引き続き院内保育所の事前登録に関
する案内を随時行った。また、令和４年４月から夜間保育の受入対
象を小学生まで拡充した。 
【附】現状育児支援枠の利用を希望者は、全て利用できている状況
であるため増枠・拡大は実施しなかったが、引き続き現場からの声
を確認しつつ、働きやすい環境の確保・要望の確認を行ってきた。 
・次年度以降も利用希望者が増加した場合には、育児支援枠の拡
大も視野に入れて検討する。 

【セ】非常勤診療医について、現在週１日の勤務日数上限を週 2～3
日へ増やす案について検討を進めた。 
 
⑥病院運営をマネジメントする職員の育成 
【附・セ】新採用および異動の事務職員を対象に、『病院事務職員基
礎研修』を開催した。令和５年度に向けて、2 病院合同で新たに
「YCU 病院事務職員基礎研修」の開催を予定し、検討を進めた。 
・ゲームを通じて病院経営を学ぶシミュレーションゲームを開発し、
「YCU 病院事務職員基礎研修」の研修ツールとしての活用の検討
を進めた。 

【附】「YCU 病院経営プログラム」に、医師６名、薬剤師１名が参加し
た。 
【セ】「YCU 病院経営プログラム」に、医師 2 名、看護師 2 名、コメデ
ィカル 3 名、事務1 名が参加した。 
【附】総務課副課長が「病院経営者育成塾」、薬剤部副部長が「薬局
長育成塾」を受講し、マネジメント層の育成を推進した。 

（医学部） 
【附・セ】必要に応じて遠隔実習も含めたハイブリッド
型の病棟実習を引き続き行う。また、教員・学生が共
通ルールのもと、安全かつ円滑に病棟実習を行う。 
【附・セ】医学教育センターの臨床・病棟部門会議等
で情報共有や問題解決を行って実習環境の充実を
図り、２病院での医学科生の実習を円滑に実施する。 
 
 
 
 
 
（看護学科） 
【附・セ】看護キャリア開発支援センター、附属２病院
が連携し、看護学科生のキャリア支援を行う。また、
卒業後についても職場適応やキャリア形成支援を見
据えて取り組みを行う。 
【附・セ】病棟実習については、看護学生・看護教員・
看護部との連携により、それぞれの安全や感染防止・
拡大防止対策を確保しながら、充実した実習を実現
できるように取り組む。 
 
 
 
 
 

（医学部） 
【附・セ】病棟実習については、「ＣＯＶＩＤ-19対応下における医学科
病棟実習マニュアル」を基に運営するとともに、一部診療科クルズ
ス等Web 会議システム活用して遠隔実習を行った。 
【附・セ】医学科生からの実習環境に関する要望をきめ細やかに把
握し、病棟実習ユニット会議の場で情報共有し、改善を進めてい
る。 
・医学教育センターの臨床・病棟部門会議等で 2 病院間の学生に
関する情報共有や、学生の患者情報の取扱方針を検討するなど、
コロナ禍における実習課題の解決を行い、実習環境の充実を図っ
た。 

 
（看護学科） 
【附】キャリア形成支援として、看護学科にて人材育成像「キャリア
０．」の指標を開発し、学生・教員間で面談、ポートフォリオ作成によ
り支援に取り組んだ。 
【附・セ】看護学科との定期的な情報交換を行い、継続的に支援を
行った。 
【附】2 病院看護部教育担当と看護学科連携支援部門が連携して実
習を行った。また、感染拡大防止に配慮した病棟実習マニュアルの
更新を行った。 
【附・セ】実習環境の整備と教員との情報交換を密に行い、感染対策
を協議しながら取り組んだ。 
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令和４年度計画 令和４年度実績 

３ 地域医療に関する目標を達成するための取組 

①病病連携・病診連携・看看連携等の地域医療推進

の強化、地域包括ケアを踏まえた診療体制の整備 

（地域連携の促進） 

【附・セ】地域医療機関への訪問をはじめ、Web を活

用した連携病院、訪問看護ステーション等を対象とし

た勉強会や相互実習の実施、地域連携パスの推進

等を通じ、地域医療機関との関係構築をさらに深め

る。 

 

 

 

【附・セ】症例検討会開催や医療機関訪問を積極的に
行い、連携協定を締結する医療機関の拡充を図る。
また、在宅医療や介護関係機関とのカンファレンスの
開催件数や退院前・後訪問件数を増加する。 

 

①病病連携・病診連携・看看連携等の地域医療推進の強化、地域

包括ケアを踏まえた診療体制の整備 

（地域連携の促進） 

【附】ソーシャルワーカーによる転院調整の約8 割に転院調整シス

テム（ケアブックコネクト🄬）を活用。今年度は精神科領域、介護施

設、行政機関が新規参入し活用の幅が拡大した。 

【セ】上半期は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、地域医
療機関との相互実習は実施できなかったが、オンラインでの事例検
討会において、共同で事例提供を行うことで連携強化を行った。 

・入院・外来各部署から計23名の看護師が訪問看護ステーションへ

同行訪問研修に参加した。 

【セ】コロナ禍においても地域連携研修会や訪問活動は可能な限り

実施し、地域医療機関との連携関係強化拡充を図った。 

・登録医療機関数は、前年度比 17％（66 機関）増加するなど、地域

医療機関と連携を密にしたことにより、これまで「紹介率 90％」を超

えることができなかったが、本年度初めて達成した。 

・医師を同行しての医療機関訪問を 5 か所実施した。 

【セ】退院調整に向けた医療機関とのオンラインカンファレンスを４
回開催した。 
・介護支援等連携指導料は 100 件、退院時共同指導料（多機関協
働含む）は 87 件を算定した。 

【附】9 月に入退院支援部門、病棟看護師に対し、スクリーニングシ
ート改訂後のアンケートを実施し、検証した。項目を増やし、より詳
細にしたことがかえって見づらさや使用しづらさにつながったと思
われる一方で、ハイリスクとなった項目から想定される課題、支援プ
ランが一連でつながるようになり根拠ある計画を立てることが容易に
なった。 

①地域の医療従事者に対する研修機会の提供 
【附・セ】各拠点病院としての医療従事者向け研修会
や独自のセミナーを開催することで、地域医療の質
の向上と人材育成へ貢献する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②病院実習の受入体制の充実 
【附・セ】感染防止に十分に配慮した上で、引き続き、
地域の教育機関や病院等（訪問看護ステーション、
介護施設等）から、看護師や薬剤師等のメディカルス
タッフの実習受入れを行う。併せて、実習受入要綱等
の院内ルールを継続的に見直す。 

①地域の医療従事者に対する研修機会の提供 
【附】神奈川県エイズ治療中核拠点病院として、計４回の医療従事
者向けの研修会を開催。 
・横浜市心臓リハビリテーション強化指定病院として、6 月に院内向
け職員研修会、１月にかかりつけ医向け研修会を開催した。 

【附】緩和ケア研修会を 2 回開催した（受講者 86 名（院内 76 名、院
外10 名））。 
【セ】地域がん診療連携拠点病院として、11 月「緊急時のアドバン
ス・ケア・プランニング」、12 月「がんゲノム医療」をテーマに地域が
ん医療連携研修会をオンライン開催（11 月 129 名参加、12 月63
名参加）。 
・緩和ケア研修会は第1 回目(8 月)を新型コロナウイルス流行により
中止。第2 回目を 1 月に開催（受講者16 名）。 

・肝疾患診療連携拠点病院としても、地域医療研修会や肝疾患コー
ディネーターセミナーを開催。 

・地域医療機関向けのメールマガジン『市大センター病院連携
NEW』を配信した。 

 
②病院実習の受入体制の充実 
【附】薬剤師等のメディカルスタッフの実習については、地域の教育
機関等から 333 名を、本学の看護学科からは、410 名を受け入れ
た。 
【セ】各部署で感染対策を徹底、工夫しながら実習の受入れを促進
した。 
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【附・セ】薬剤師国家試験合格者をレジデントとして引
き続き受け入れ、薬剤師としての臨床業務に加えて
臨床研究や学会発表等、大学病院、また高度急性期
病院ならではの研修を行う。 
 
 
 
 
 
 

・感染防御等に関する誓約書の更新を行った。実習受入要綱を改
正するため、新型コロナウイルス感染症の第5 類への移行も見据
えた院内ルールの見直しを進めた。 

【附】４月から薬剤師レジデント４期生３名を新たに受入れ、臨床実務
を交えた薬剤部独自のプログラムを用意している。また、臨床研修
医セミナーへの参加も認め、大学病院ならではの教育の機会を与
えた。 
【セ】新たに４名受け入れた。２年目の３名は臨床業務に従事すると
ともに臨床研究に取り組み、各自学会発表につなげた。 

①市民向け医療講座の充実 
【附・セ】医学部や地域医療機関等と連携した市民向
け医療講座等の研修会を開催する。 
 
【セ】アルコール依存症や減酒外来にまつわる市民
向け講演会を開催し、疾病や治療、相談支援に関す
る普及啓発を行う。 

 

 

 
②広報誌や Web サイトの充実による広報機能の強
化 
【附・セ】、院内の関係所管課と SEO 対策を踏まえた
Web サイトの分析や見直しを行い、より利用しやすい
Web サイトへの検討・改善を進める。また、高度先進
的な医療や医療機器、研究成果を外部に発信し、病
院ブランド力の向上を図る。 
 
【附・セ】連携病院・登録医をはじめとした医療機関向
け広報誌やメール配信、専用Web サイト・院内デジ
タルサイネージ等を活用して情報を発信し、患者や
地域医療機関への情報発信力を向上する。 
 

①市民向け医療講座の充実 
【附】市民医療講座として、オンラインによる講座（血液・リウマチ・感
染症内科、腎臓・高血圧内科、精神科）を３回、対面による講座（泌
尿器科）を１回開催した。 
【セ】医学部と連携した市民向け医療講座などは、年間７回開催。一
部は YouTube 動画として病院HP 上にオンディマンド配信するな
ど、取り組みを充実させた。 
【セ】医療従事者向け研修会は、9 月に消化器病センターと合同で
実施した。市民向けの医療講座を 12 月に実施した。 
 
②広報誌や Web サイトの充実による広報機能の強化 
【附】継続的にリンク切れや情報の鮮度チェックを行い、現行ホーム
ページの整理を進めた。 
・広報運営委員会にて、課題を洗い出し、次年度リニューアルの方
針決定をした。 

・現行ホームページの課題に対する有効な解決策を提示できる業
者をプロポーザル方式で選定した。 

【セ】動画コンテンツを充実させる等Web サイトの魅力を高める取り
組みを随時実施した。より利用しやすい Web サイトに向けて、将来
的な Web サイト刷新を見据え、広報課及び附属病院との間で、
Web サイトに関する現状分析と課題共有等の具体的な議論を開始
した。 
【セ】外部への発信ツールとして、広報紙「十全」のデザイン刷新を
行い、患者や地域医療機関への効果的な発信に向けての基盤を
整えた。 
【附】ホームページや病院のご案内の作成・配布、研修会やトピック
スを郵送やメーリングリストを活用し院外への情報発信を積極的に
行った。 
・病院のご案内は各診療科の記載内容の統一化や見やすさを重視
し、本年度リニューアルをした。 

【セ】訪問活動に注力した結果、登録医療機関数は前年度比１７％
（６６機関）増加。 
・デジタルサイネージや広報誌、病院ＨＰを用いるなど情報発信ツ
ールを拡充させ、多方面から対策した。 

【セ】『市大センター病院連携NEWS』の診療科 Topics は、病院HP
でいつでも誰でも閲覧することが可能で、併せて YouTube 配信を
することで、よりメッセージ性の高い情報発信に取り組んだ。 

４ 先進的医療・研究に関する目標を達成するための取組 

①先進医療の取得 
【附・セ】先進医療申請の可能性があるものについ
て、早期に厚生労働省の先進医療事前相談を受け、
申請可能な研究計画書を作成できるようにする。 

①先進医療の取得  
【附・セ】 
・戦略相談室に知財管理担当者を引き続き配置したことで、支援可
能範囲の幅が広がった。また、「研究シーズにかかるアンケート調
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【附】前年度、専従医師 1 名を配置した戦略相談室
に、学内支援、産官学連携、知財戦略を担う職員を
新たに配置し、支援体制を強化する。 
また、大学病院として市・県域の臨床研究をリードす
るため、引き続き、臨床研究中核病院の承認要件を
満たす支援体制を維持する。 
 
 

 

 
②附属２病院と医学部の連携強化と役割分担の明確
化 
【附・セ】医学部と病院が連携し、臨床研究セミナー、
研究倫理セミナー等を開催する。また、継続して医学
部・先端医科学研究センターと、より緊密な連携を取
ることで、高度で先進的な医療や治療法の開発等に
つなげる。 
 

査」を行い、50 件以上のシーズ提案があり、それぞれヒアリングを
行い、橋渡しのための伴走支援を進めた。 

・特定臨床研究については、【附】８件（目標 15 件）【セ】０件（目標２
件）に留まっており、令和４年度の目標達成には至っていないが、
診療科との連携を密にする等、引き続き対策の検討を進めた。 

・令和４年 2 月に厚生労働省に行った臨床研究中核病院の承認申
請は、提出した申請書にかかる厚生労働省からの疑義照会につ
いて、回答内容を Y-NEXT で精査し、迅速に対応したが、承認に
至らなかった。 

 
②附属２病院と医学部の連携強化と役割分担の明確化 
【附・セ】臨床研究セミナーを 40 回、倫理審査委員会委員向け研修
を４回実施した。 
・附属２病院特定臨床研究監査委員会の指摘を受け、セミナーを研
究前、研究中、研究後の時系列で分け、各々の時期に習得してほ
しい内容を系統立てたものとした。また、令和３年度と同様に研究
責任者に必修セミナーを設ける等、受講要件を高く設定すると共
に、受講者管理を強化した。 

・臨床研究指導員が各科の臨床研究の管理及び観察研究の事前
審査を行っていたが、管理業務のみを行う臨床研究管理員を配置
して、体制を強化した。 

①橋渡し研究（トランスレーショナルリサーチ）の推進
と臨床研究の拡充 
【附・セ】研究計画作成支援から社会実装に係る相談 
まで、幅広いニーズに対応する臨床研究支援体制を
継続し、特定臨床研究や医師主導治験等の臨床研究
の更なる増加を図る。そのため、戦略相談室と研究推
進部との連携をさらに強化し、基礎研究から臨床研究
に向けた橋渡し研究の支援体制の充実を図る。 
【附・セ】信頼性保証室による診療科毎のシステム調査
の実施を充実させ、品質保証活動の強化に取り組む。 
 
 

 

 
②治験（医師主導治験を含む）の拡充 
【附・セ】治験施設支援機関（SMO）との情報共有の機
会を増やし、SMO 経由の依頼数の増加や、患者紹
介システムを利用した治験実施率の向上を図る。 
【附・セ】治験資料の電子化を図り、Web を用いたモ
ニタリングができるようなデジタル環境を整備し、治験
受託の促進につなげる。 
 
③研究支援体制の充実 
【附・セ】「人を対象とする生命科学・医学系倫理指針」
や「臨床研究法」に基づき、適正な臨床研究の実施を
支援する体制を引き続き、充実する。臨床研究指導
員により診療科内での臨床研究の検討や、適正実施
が支援できるように体制整備・教育研修を行う。臨床
研究セミナーは、研究者の経験に合わせた内容とな
るよう企画、運営を継続する。また、前年度から開始
した「臨床研究よろず相談室」を継続して行い、研究
者のニーズに沿った支援を行う。昨年度に引き続き、

①トランスレーショナルリサーチの推進と臨床研究の拡充 
【附・セ】特定臨床研究数の増加を図るため、臨床部長会、教授会等
において働きかけを行った。また、医師主導治験については目的
積立金を用いた学内シーズ公募を行い、２件を承認した。うち１件を
現在支援中、１件を今後支援予定となっている。 
・研究推進部と協働で行った研究シーズ調査の結果、50 件以上の
シーズの提案があり、それぞれに対してヒアリングを行い、橋渡し
のための伴走支援を開始している。また、オープンイノベーション
推進による橋渡し研究支援、産学官連携支援強化を目的とした共
創イノベーションセンター構想を検討するための準備担当の設置
を検討している。 

・研究医薬品に関して保管・管理の状況についてシステム調査 5 件
実施した。 

 

②治験（医師主導治験を含む）の拡充  
【附・セ】SMO 営業担当と面会し、治験受入れについて意見交換を
実施。 
・患者紹介システムを利用した試験において、今年度１試験で対応
を始めた。現在、さらに 1 試験対応予定である。 

・治験資料の電子化等については、他施設の導入状況を確認し、シ
ステム構築を進めた。 

 
③研究支援体制の充実 
【附・セ】「人を対象とする生命科学・医学系研究倫理委員会」で、個
人情報保護法改正に伴い、令和4 年6 月6 日付にて一部改正され
たため、新指針に対応した様式やひな形の改訂を行った。 
・観察研究について、インフォームド・コンセントの取扱いを再度見直
し、指針に沿った取扱いができるよう、制度変更を行った。個人情
報保護法の更なる改正に伴い、令和5 年度早々には上記指針も再
度の改正が予定されており、今後の対応に向けた検討を行った。 

・学外からの「人指針」にかかる中央一括の倫理審査料の徴収につ
いては他大学の実績も踏まえて検討を進めた。 
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信頼性保証室が行う「監査」による品質保証は継続し
て実施する。 
 

・リスト管理等を行う臨床研究管理員制度を導入して体制強化を行
った。 

・附属２病院特定臨床研究監査委員会の指摘を受け、セミナーを研
究前、研究中、研究後の時系列で分け、それぞれの時期に習得し
てほしい内容を系統立てたものとした。また、昨年度と同様に研究
責任者に必修セミナーを設ける等、受講要件を高く設定すると共
に、受講者管理を強化した。 

・令和３年度から研究支援の新たな取組みとして、附属２病院で「よ
ろず相談室」を開催したが、令和４年４月からは附属病院のよろず
相談室を 10 階に常設し、計画段階での疑問に応えること等、適正
実施に繋げる支援を行っている。 

・本学及び本学以外が主機関である臨床研究の監査を 2 件受託
し、監査手順書を提示した。 

 
 

５ 医療安全・病院運営に関する目標を達成するための取組 

①患者本位の医療に対する意識の向上 
【附・セ】院内研修会、e ラーニングによる研修、臨床
倫理コンサルテーションチームの活動を通じて、職
員が臨床倫理的課題に遭遇した際の対応力を高め
る取り組みを行う。 
【附・セ】職員向けに e ラーニングの実施（【附】・【セ】）
や、患者向けにデジタルサイネージの放映や冊子の
配架（【附】）を行い、アドバンス・ケア・プランニング
（ACP）等への認識を深める。 
 
 
 
 
 
 
 

②診療に関わる周辺環境の整備・相談体制の整備 

【附・セ】入院前に「身寄りのない患者」や「経済的不安
のある患者」等、社会的なハイリスク因子を抱える患
者を抽出し、身体的側面のみならず、心理社会的側
面のリスク評価を行い、速やかに専門職の支援に繋
げる。また、「稼働年齢にある患者」を入院前から抽出
し、治療と仕事の両立に向けた支援を継続して行う。 
 
 
 
 
 
 

 

 
③患者相談体制の整備 
【附】メールや LINE、オンライン面接等を活用した継
続的な患者相談体制を構築する。 
【附・セ】患者サポートセンター（【附】）、総合サポート
センター（【セ】）について各部門との連携を強化し、

①患者本位の医療に対する意識の向上 
【附】全職員向け e-learning を年2 回（6 月、12 月）実施。 
・臨床倫理チームの活動の一環として「同意に関する考え方や同意
者になれる人」に関する記事を CECT 新聞に掲載し、院内周知を
行った。 

【セ】ｅ-ラーニングで DNAR について実施した。 
・臨床倫理コンサルテーションチーム活動は 54 件の相談に対応し
た。意思決定能力に不安のある症例の相談件数が増えている。 

【附】患者向け啓発として日中患者サポートセンターロビーにて横浜
市作成の人生会議ビデオダイジェスト版を放映している。また、必
要に応じ「もしも手帳」を配布している。 
・一部の診療科だが診察の場面において医師に「もしも手帳」を配
布してもらうことで患者の意識啓発につなげた。 

【セ】臨床倫理的課題に出会ったときの対処法（ACP 含む）について
実施した。 

 

②診療に関わる周辺環境の整備・相談体制の整備 

【附】入退院支援部門担当看護師と連携し、身寄りがない等の「社会
的ハイリスク」患者について、早期にソーシャルワーカーとの面談の
機会を設け、患者自身への動機づけや課題解決に着手している。 
【セ】入院センターにおけるスクリーニングでハイリスク因子のある患
者についてリスク評価を実施。SW やがん相談支援センターに繋げ
ている。 
【附】稼働年齢の患者には入院や加療による就労への影響や不安
をソーシャルワーカー面談にて確認する等早期介入に取り組んで
いる。また、必要に応じ社会保険労務士等専門職との相談実施など
を支援している。 
【セ】治療と仕事の両立に関する相談体制を整備しており、入院セン
ターでのスクリーニング時、がん相談支援センターにおける相談希
望に対応している。 
 
③患者相談体制の整備 
【附】オンラインを活用し患者家族とはじめ関係機関との情報共有を
行っている。また、タブレットを用い、患者に分かりやすい情報提供
が行える体制を整えた。 
・オンライン等で入院中の患者の様子などを関係機関と情報共有し
た。 
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患者相談窓口におけるワンストップ対応を円滑に行
う。 
 
 
 
 
 
【セ】外国人患者の受入れをよりスムーズに行えるよう
通訳・翻訳ツールや、多言語表記による患者説明動
画・デジタルサイネージ等を活用し情報発信の充実
等に引き続き取り組む。 
 
 

 

④待ち時間や患者動線の改善 
【附・セ】病院長への手紙、入院患者アンケートや外
来患者満足度調査、診療待ち時間調査の結果を参
考とし、患者動線や待ち時間の改善に取り組む。 
 
 
 
 
 
【セ】TQM 委員会で検討・実施した「自動電話音声案
内の活用」や「院内掲示物の整備」の状況を検証し、
さらなる改善を図る。 
 
 
 
【附・セ】クレジットカードとスマートフォンアプリを活用
した医療費後払いシステムを導入（【附】）、利用促進
を図り（【セ】）、会計待ち時間の適正化及び院内滞在
時間の短縮を図る。 
 
 
 
 
 
【セ】タブレットを用いた問診システムを導入し試行開
始する。初診待ち時間の短縮等の効果を検証したの
ちに診療科拡大の検討を行う。 
【セ】機械式駐車場設備機器を計画的に更新し、安定
的な稼働を図る。また、正面玄関周辺等の渋滞対策
として、誘導員を配置し安全確保に努める。 
 
 
 
⑤患者ニーズに対応した個室の整備 
【附・セ】患者からの個室利用のニーズに対応するた
め、４床室の個室化や既存個室の改修（【附】）、４床室
の２床室（半個室）化（【セ】）に取り組む。 

・聴覚や音声言語に障害を持つ患者等との相談手段としてＬＩＮＥ等
が活用できるよう部門内で運用ルールを整備し、令和５年度以降
の運用予定とした。 

【附】ワンストップ対応については、継続して、あらゆる相談を集約し
適切な部署へ引継ぎができる体制を整えている。 
【セ】医療メディエーターを常時2 名体制とし、電話連絡、窓口対応
を含め安定して実施できている。 
【セ】外国人患者を対象とした通訳・翻訳ツールや、多言語表記によ
る患者説明動画・デジタルサイネージ等を活用し情報発信し、周術
期の麻酔説明書、MR 検査説明等、汎用性の高い書類の翻訳を行
った。 
・医療通訳利用実績 令和４年度 対面通訳 883 件、遠隔通訳 
765 件 

 
④待ち時間や患者動線の改善 
【附】院内の案内サイン改善について検討し、サイネージ等を利用
した案内を実施することで患者動線を整備した。 
・診療待ち時間の可視化を実施し、各診療科へ共有した。 
【セ】初診予約制を推進し、初診予約制を導入する診療科の拡大に
取り組んだ。 
・料金後払いシステムが導入されたことで、会計待ち時間の短縮に
繋がった。 
【参考】 令和４年度 新たに「初診予約制」を導入した診療科 8 科 
【セ】自動音声案内を実施することで、予約変更とそれ以外に入電
の仕分けができた。 
・院内掲示板の監査を行うことで、不必要な掲示物の回収など管理
体制を整えることができた 

【附】医療費後払い会計のシステムを導入し、令和５年3 月に提供
を開始した。 
【附・セ】クレジットカードとスマートフォンアプリは、ポスター掲示等
で周知を図り、利用率が上がっている。 
令和４年度実績 外来患者アプリ利用率：  【セ】19.7％/年 
※クレジットカード払いに占める利用件数割合（5月23日稼働開始） 
【参考】 
５月：3％、6 月：15％、7 月：18％、8 月：18％、9 月：21％、10 月：
23％、11 月：24％、12 月：24％、１月：24％、２月：24％、３月：23％ 
・会計平均待ち時間：12 分（5～3 月平均） 【参考】令和３年度：14 分
（5～3 月平均） 
【セ】タブレットを用いた問診システムは、7 月から１診療科で試行運
用を開始した。9 月までのデータを元に効果検証をするとともに、12
月にもう１診療科追加して検証を進めた。 
【セ】機械式駐車場設備機器更新工事で使用する部品が納期遅延
のため、工事完了が令和５年３月末から令和５年 10 月予定となっ
た。 

・病院周辺等混雑時の対応として、警備員を配置し交通整理に努め
た。 
 
⑤患者ニーズに対応した個室の整備 
【附】６室分をトイレ付きの個室へ改修した。 
【セ】4 床室の 2 床室（半個室）化は、他の病床再編と一緒に検討し
ていくことになったため、改修は保留とした。 
【附】老朽化した７室分の個室について、内装をリニューアルした。 

①病床の効率的運用の推進 ①病床の効率的運用の推進 
【附】入院前説明やリスク評価を行い、円滑に入院医療を受けられる
ように患者支援を継続して行った。入院前から介入すべき症例の分
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【附・セ】PFM 推進に継続的に取り組み、入院前から
必要な退院支援をすることで効率的な病床運用を行
う。 
 
 
【附】土日や手術当日入院の推進にあたり、医師事務
作業補助者が入院前に介入できるよう、クリニカルパ
スの適用症例を増やす。 
 
【附・セ】転院調整や後方連携のシステム構築し、地
域医療機関との連携をより推進する。 
 
【セ】急性期での転院について、対象診療科を拡充し
て対応する体制を整備する。 
 
 
 
【セ】「25 対1 加算及び夜間 100 対1 急性期看護補
助体制加算」の継続算定を目指し、情報の整理を医
事課や関係部署と連携して進める。 
 
②適切な料金設定の検討 
【附・セ】地域中核病院や市立病院、他の公立大学附
属病院等の状況について情報収集し、比較分 
析を実施したうえで、適切な料金設定を行う。 
 
 
 
③補助金等外部資金の確保 
【附・セ】国や神奈川県、横浜市等の政策的医療に貢 
献するとともに、これに係る補助金等を積極的に獲得
する。また、臨床研究支援実績等の情報公開を推進
し、臨床研究受託者と研究者の情報共有の機会を増
やし、外部研究資金の増加を図る。 
 
④人件費管理の徹底 
【附・セ】令和６年度施行の医師の働き方改革に向け
て、勤務時間管理について多角的に検討するととも
に、引き続き、ワーク・ライフ・バランスの向上を図る。 
【附・セ】安全・安心で質の高い医療の提供と健全な
病院経営、双方の視点を踏まえ、人材の効果的かつ
適切な配置と活用を行う。 
出退勤管理システムについて必要な要件定義を行
い、改善を進める。 
 
⑤医療機器・医薬材料等の購入や各種契約における
２病院の連携強化 
【附・セ】SPD 委託契約を附属２病院で統合し、診 
療材料の共通化を進める。 
【附・セ】医薬品について、２病院での採用品の金額
を比較し安価な金額に合わせるよう価格交渉に取り
組む。 
 
 

析を行い、必要な患者は入院サポート看護師から退院支援看護師
へ情報共有を行い円滑な退院支援につなげた。 
【セ】入院センター含む外来通院の段階で、退院支援のリスク評価
を行い、病棟に繋いでいる。効率的な多職種連携・協働を図るため
記録媒体の変更運用を行った。 
【附】パスの適用症例は、前年同月と比較し 
令和3 年4 月～令和4 年3 月 7,189 件 適用率45.4％ 
令和 4 年 4 月～令和 5 年 3 月 8,291 件 適用率 49.4％ と増加し
ている。 
【附】ソーシャルワーカーによる転院調整の約8 割に転院調整シス
テム（ケアブックコネクト®）を活用。今年度は精神科領域、介護施
設、行政機関が新規参入し活用の幅が拡大した。 
【セ】整形外科において、入院前に術後転院に関する面談を実施。
適切な入院期間で転院する仕組みを構築しており、次年度以降拡
大する予定である。 
【セ】COVID-19 感染で入院した患者について、行政と連携して早
期転院に取組み、病床確保に努めた。 
【セ】25 対1 加算及び夜間100 対１加算を取得した。 
・看護補助体制充実加算取得に向けて、看護師・看護補助者の研
修を実施し、加算を取得した。 

 
②適切な料金設定の検討 
【附・セ】妊婦の出生前診断等自費診療の料金設定や選定療養費な
ど、附属病院と設定料金を共有し、２病院間で同額又は乖離を最小 
限に努めた。 
【附】新規に実施する外注検査や保険収載外の医薬品について、
適正な料金設定を行った。 
 
③補助金等外部資金の確保 
【附・セ】新型コロナウイルス関連補助金を含め、政策的医療に貢献
しながら、積極的に獲得した。  
・Y-NEXT が外部企業や学内研究者にプロジェクトマネジメント等
の支援を行うことで、運営財源の安定確保に取り組んだ。 

 
 
④人件費管理の徹底 
【セ】各所属と適宜面談を行い、現場の状況に応じた人員配置を随
時実施した。 
【附】医師の働き方改革に対応するため現行システムへの改修を行
った。その他機能についても、2 病院および大学と協議し、機能改
善を図るため改修を行った。 
【セ】医師の働き方改革に向け、現在、IC カードによる出退勤管理
のみの運用から、超過勤務時間・休暇・兼業等の管理が可能な、医
師向けに特化した勤怠システム導入に向け準備を進めている。 
 
⑤医療機器・医薬材料等の購入や各種契約における２病院の連携
強化 
【附】医薬品について２病院合同入札を実施した。 
【セ】２病院での情報共有を行い、現場との調整を行いながら使用材
料の共通化および共通価格を目標に連携を図っている。 
【附・セ】・同卸から発注している試薬を確認したところ、価格差があ
り、安価に統一した。 
・共同購入サービス品を採用した。 
【附】各卸のメッカル平均値以上の価格で購入している商品につい
て、各卸業者と価格交渉を実施し、削減につなげた。 
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また、価格ベンチマークシステムを活用し、診療材料
等の価格の適正化を図る。 
 

【セ】診療材料採用および緊急購入時等において、常にベンチマ
ーク価格を考慮し、状況によっては追加交渉する等、適正化を図っ
た。 

①医学部との連携 
【附・セ】臨床教育研修センターを中心に、医学教育
から臨床研修・専門医の養成までの切れ目のないキ
ャリア支援を行う。 
【セ】病棟実習ユニットと臨床研修委員による合同会
議の継続開催により、院内における連携体制を確保
する。 
 
 
 
②病院長のリーダーシップによる組織・病院運営 
【附】病院長ニュースの配信や、トップマネジメント会
議・臨床部長会等の定例会議で、病院の将来像や取
り組み等を病院長自らの言葉で情報共有を行う。 
【セ】各月の経営状況や年度計画の取組について、
進捗状況と課題把握を行い、定期的に病院長と情報
共有を行う。また、院内情報誌やメール・院内共通資
料等を活用し、トップのメッセージや病院方針等を職
員へもれなく浸透させる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【附】副病院長等を中心とした多職種による８つの「病
院機能変革プロジェクト」を実施し、課題解決と経営
安定化に向けた取組みを引き続き推進する。 
【セ】病院長をトップとした「経営戦略会議（前年度から 
名称変更）」を引き続き開催するほか、経営改善に関
する個別の課題について、有志職員からなる「経営
戦略室」の活動を拡大させるなど、医療の質の向上
や経営改善に向けた実効性のある取組を行う。 
【附・セ】年２回病院長と各診療科・部門長の面談を行
い、経営的な課題を提言しさらなる治療の標準化・効
率化を図るとともに、目標設定と進捗管理を行う。 
 
③外部認証評価の取得 
【附】前年度の病院機能評価「一般病院３」受審時に
おいて、明らかになった課題について改善・解決を
図る。 
また、機能評価受審で醸成された、多職種連携によ
る病院機能向上、質改善の意識を継続し、改善活動
に引き続き取り組む。 
 
【セ】病院機能評価「認定期間中の確認」において明
確化した課題等を踏まえ、令和６年度の病院機能評

①医学部との連携 
【附】令和４年度は、臨床研修センター長と医学教育副センター長を
同一の教員が兼任し、医学部教育から研修医の教育がシームレス
な体制構築ができた。また、医学群教学IRにおいても、研修医を育
成する教員と学生を教育する教員が一堂に会し連携を深めた。さら
に、外部評価受審（JCEP）への対応も相互の教員が協力して行って
きた。 
【セ】偶数月に臨床研修委員会を開催するなど、連携体制を確保し
た。 
 
②病院長のリーダーシップによる組織・病院運営 
【附】院内の定例会議や、メール配信等を活用し、病院長自ら、当院
が置かれている状況や目指すべき方針について積極的に情報発
信している。 
・病院長自ら提案し、トップマネジメント会議と臨床部長会におい
て、重複していた報告事項をトップマネジメント会議のみで取り扱
うこととし、臨床部長会では議論に充てる時間を確保したことで開
催回数を半減した。 

・定例会議以外にも、病院長のメッセージを速やかに伝達する必要
のある際には、臨時開催やメールの一斉配信により、情報発信を
行うこととした。 

・トップマネジメント会議を録画し、動画配信することにより、トップの
メッセージや病院の方針を連絡・浸透させる方策を講じた。 

【セ】月次決算等、経営状況について情報共有を行っている。第 4
期中期計画策定状況についても部長会等を通じて発信、意見募集
を行った。 
・部長会をはじめとした会議による連絡・周知を行うとともに、適宜、
病院長のメッセージ等を院内一斉配信メール等で発信している。
また、院内の各種資料等は、院内共通資料での情報共有を図っ
た。 

【附】「病院機能変革プロジェクト」について、8 月に令和４年度取組
計画、12 月に中間報告、3 月に最終報告及び令和５年度の取組
計画を各プロジェクトが報告した。 

【セ】経営戦略室では、個別検討課題の検討を重ね、経営改善に取
り組んだ。 
【附】年2 回の病院長ミーティングにて、目標・進捗管理を実施し、
診療から提示された課題について、検討・調整を行った。 
【セ】原価計算を用いて、前期病院長面談を実施し、診療科からの
個別相談に対応した。病院長面談で生じた確認事項について、進
捗管理を行った。 
 
 
③外部認証評価の取得 
【附】病院機能評価で C 判定を受けた 8 項目については、5 月に補
充的審査を受け、7 月に条件付き認定の審査結果を受領した。 
・その後も改善活動を継続し、3 月に確認審査を受審した。 

・今後の機能改善の継続にむけて附属２病院間でピアレビューを実

施する等、継続的に自己評価を実施する体制を構築した。 

・確認審査に向けて各部署に取組事項や改善状況の報告を求めた
ことで、質改善の意識啓発を図った。 

【セ】令和 6 年 5 月の病院機能評価受審を見据え、令和４年 11 月よ
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価「一般病院3」の認定更新を見据えた検討体制を構
築し、検討を開始する。 
 
 
④チーム医療の推進 
【附・セ】急性期病院として、引き続き複数診療科及び
多職種によるチーム医療を推進する。また、「地域が
ん診療連携拠点病院」として、キャンサーボード等、
複数診療科及び多職種による合同カンファレンスを
行うなど、組織横断的なチームの充実を図る。 
 
 
【セ】がんゲノム診療科、病理部及び遺伝子診療科医
師、認定遺伝カウンセラー、がんゲノム医療コーディ
ネーター等によるチーム医療を行う。 

り受審に向けて、改善が必要な項目を洗い出し、令和５年１月から
は領域別対策部会及び合同会議により、改善活動を開始した。 
 
 
④チーム医療の推進 
【附】10 月５日に当院の症例を基にした地域連携キャンサーボード
を開催した。 
※「認知症の両親と妻を介護するがん治療患者に対する包括的支
援と地域連携について」 
・月 2 回の定例キャンサーボードの参加者増加を図るため、院内全
体の開催配信を行い、参加者が増加した。次年度から集合会場を
併用したハイブリット開催の実施に向け、調整を進めている。 

【セ】がんの困難症例等に関する診療科横断・多職種カンファランス
（キャンサーボード）を 13 回開催。 
【セ】がんゲノム診療科及び病理部、遺伝子診療科、認定遺伝カウ
ンセラー、がんゲノム医療コーディネーターによるカンファレンスを
毎週開催し、チーム医療に取り組んだ。 
 
 

①２病院間の情報インフラの共有化 
【附・セ】附属２病院の病院情報システム（電子カルテ 
等）については、令和８年頃のシステム統合に向け、
令和３年度に決定したシステム統合の基本方針に基
づいて２病院間での検討の体制を組織し、シス 
テム構築事業者特定のための要件策定を進める。 
また、附属2 病院の業務標準化、医療・診療情報の
活用、患者情報・医療情報の統一化について、引き
続き検討を行う。 
 
 
②電子カルテデータの有効活用 
【附・セ】DPC や稼働額等の各種データを統合・分析
し、効率的な診療を提案し、在院日数管理やクリニカ
ルパスの整備を進め、治療の標準化・効率化を目指
す。また、2 病院で連携し、クリニカルパス共通化お
よび推進を行う。 
【附・セ】教職員の臨床研究のサポートのため、経過
記事、各種画像、各種オーダ情報などの抽出・提供
を継続する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①２病院間の情報インフラの共有化 
【附・セ】附属病院の病院情報システムの機器更新を 7 月に予定ど
おり完了した附属２病院の病院情報システム統合調整会議及び部
門別WG を７月に設置し、要件定義策定を進めた。 
 
【附・セ】病院情報システム統合調整会議及び部門別WG を２病院
合同で設置し、標準化、情報の統一化の検討を含めて要件定義策
定を進めた。 
 
 
 
②電子カルテデータの有効活用 
【附】事務局にてデータ抽出・集計を実施し、パスの日数と在院日数
の比較、アウトカム評価率、バリアンス発生の状況を解析シートにま
とめ、クリニカルパス審査会にて報告した。 
・分析結果として、3 件が改善され、現在進行形で１件、診療科・病
棟と調整中であり今後も継続していく。 
【セ】令和４年度にⅡ期が短縮された主要な DPC に関し、6 月の病
院長面談にて診療科部長に説明した。 
・毎月の診療科別診療単価及び DPC 入院期間毎の患者割合等を
臨床部長会で報告した。 
【附】各部署からのデータ抽出依頼について継続して対応した。 
・研究に限定せず、教職員から依頼のある医事データに関するデ
ータ抽出について令和４年度で 252 件実施した。 
【セ】抽出データを提供できるシステム運用を引き続き行っていく。 
・年間227 件の検索依頼（うち 75 件が研究目的）を受注し期限内に
提供できた。 
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③医療の質の向上に向けた臨床指標（CI）の活用 
【附】国立大学附属病院の指標に加え、当院独自の
臨床指標について情報収集・分析し、医療の質 
改善に向けた取組みを推進する。 
 
【セ】課題となる臨床指標の計測を継続し、指標に関
する目標策定と、取組内容の進捗管理を行う。また、
テンプレート機能の活用等、目的志向のデータ収集
が可能な電子カルテの構築と、記載ルールの見直し
を行う。 
 
 
 
④経営改善に向けた経営指標等の活用 
【附・セ】各月の経営指標となるデータについて、DPC
データの分析や稼働状況報告の作成と配信を行う
等、経営改善に関する情報を積極的に発信し、職員
の経営意識の共有を図る。 
【附】DPC データ、クリニカルパスの診療データ(バリ
アンス等)を用いて収集・分析を行い、各診療科の治
療計画を可視化することで医療の質の向上及び経営
改善の推進を図る。 
【附】前年度導入した「国立大学病院管理会計システ
ム」を活用して、全国の国立大学病院とのベンチマー
ク分析による経営改善に取り組む。 
【セ】原価計算等を活用し、当院の強み弱みを把握し
たうえで経営改善につなげる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤医療情報部門の体制の充実 
【附・セ】個人情報保護、情報セキュリティ対策、院内
規定の改定等の課題に対応し、電子カルテをはじめ
とする病院情報システムと遠隔医療含む地域医療と
の連携を進める。 
 

③医療の質の向上に向けた臨床指標（CI）の活用 
【附】医療の質向上委員会を立ち上げ、臨床指標の見直し、収集、
改善計画を実施している。 
・褥瘡発生率、ダヴィンチ実績、外来化学療法について、関連部署
と情報共有を行い、改善に取り組んだ。 

【セ】厚生労働省補助事業 医療の質向上のための体制整備事業に
参加を検討しており、臨床指標の活用について院内で組織化を検
討している。 
・NEC ダイナミックテンプレート作成、修正の内製化をすすめたこと
により、より需要者側のニーズに沿った内容と機能を実装し、効率
化、省力化につながった。記録記載の標準化とデータ 2 次利用を
推進すべく、電子カルテ機能の活用を継続していく。 

 
④経営改善に向けた経営指標等の活用 
【附】各月の経営指標等をメール配信、YCU-net や電子カルテ上に
公開し、誰でも閲覧できる環境を構築した。 
・「国立大学病院管理会計システム」を用いたベンチマーク結果を
経営上層部に配信した。 

【セ】原価計算結果について、診療科部長及び主任教授に報告を
行った。各診療科・部門からの意見を踏まえた配賦ルールの構築
及び見直しを適宜行った。 
・院内向けに「C.M.N.（Center Management News）」を発行し、経営
改善に関する情報を４回発信した。 

【附】事務局にて、日数比較、アウトカム評価率、バリアンス発生の状
況を解し、クリニカルパス審査会にて報告した。分析結果として、改
善３件、現在進行形で１件、診療科・病棟と調整中であり今後も継続
していく。 
【附】「国立大学病院管理会計システム」を活用し、特定の薬剤の医
薬品費率の実績について、分析を実施した。 
・９月28 日に関東甲信越ブロック会議に参加し、分析内容の発表を
行った。 

・他大学の分析を基に、自院での試行分析を実施し、今後の分析テ
ーマを検討した。 

【セ】診断群分類別の原価計算結果を診療科に報告した。 
・診療科が注力している診療行為に関する個別原価計算結果を提
示し、情報共有を行った。 

・手術枠利用率や手術超過時間を分析し、病院幹部及び手術部門
関係者に報告した。 

 
⑤医療情報部門の体制の充実 
【附・セ】個別システムにおける個人情報の取り扱いについて、必要
な事務手続きセキュリティ対策の見直しを行った。 
・診療報酬改定やガイドラインの改定に伴う規程等の改定箇所の洗
い出しを進めた。 

【附】障害時マニュアルの改訂を進めた。 
・サイバー攻撃などに対応した情報セキュリティ対策の強化を行っ
た。 

【附・セ】遠隔 ICU 事業で連携病院と重症部門のコンサルテーショ
ンを定期的に行った。 
・金沢病院における放射線読影を一部遠隔で行うモデル事業を開
始した。 

①医療安全文化の醸成と体制の拡充 
【附・セ】病院の最優先事項である医療安全を確立す
るため、関連病院等との連携・協力を密にし、安全・
安心な診療体制を構築する。 

①医療安全文化の醸成と体制の拡充 
【附・セ】臨床研修指定病院にアンケートを送付し、各施設の現状を
確認し、今後も情報交換することを確認した。 
・附属2 病院での事例共有を実施した。 
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【附・セ】「監査委員会」において、２病院の安全管理
業務の実施状況や医療事故等の公表判定に係る事
務の適切性等についてチェックを行う。 
また、安全管理対策委員会やリスクマネジャー会議を
開催し、質の高い医療を提供するための改善・検討
を行うとともに、引き続き、附属２病院の共通した研修
内容を増やす。今後、臨床研修協力病院も含めた共
通化に向けた取組を進め、協力病院・地域全体の医
療安全に貢献していく。 
【附・セ】院内の安全管理体制の強化や、医療事故防
止の取組について検討し、より一層確実な医療安全
の仕組みや制度の確立を図るとともに、各診療科・部
門において浸透させる。 
 
 
 
 
 
 
 
【附】特定機能病院間相互のピアレビューに継続参加
し、他大学の事例や取組を参考にし、医療安全に対
する取組を進める。 
【セ】オンラインによる相互チェック体制を地域連携病
院と構築し、他病院の事例や取組みを参考にしなが
ら共に医療安全の向上に取組む。 
【附・セ】新採用職員を含む全ての医療従事者を対象
にし、平成11 年１月の患者取り違え事故等を風化さ
せない取組として、両病院共通の医療安全講演会を
開催する。 
 
 
 
 
 
【附・セ】安全管理部門や感染管理部門、診療情報管
理部門等を中心とした院内の関係部署の連携強化を
図り、医療の質向上に向けた取組を進める。 
 
 
 
 

 

 

②医療安全管理に関する教育・研修の充実 
【附・セ】感染状況を鑑みながら集合講演会の開催、
医療安全e ラーニングツールを活用した研修を実施
し、院内職員の安全への意識を高める。 
 
【附・セ】外部研修や学会への積極的な参加を促し、
医療安全、医療の質向上に向けた取組を進め、多角
的な視点から評価・分析できる職員を育成する。 
 
 

【附・セ】監査委員会を２回開催した。 
・各病院で開催される医療安全講演会の情報を共有し、希望する職
員が参加できる形式で開催した。 

【セ】令和４度後半から e ラーニングシステムが附属と同一システム
になり、改めて令和５年度から共通のコンテンツが開催可能か検討
する。 
【附】他院から要請された医療事故調査会議への出席や、国立大学
病院医療安全管理協議会関東甲信越地区会議へ参加し、情報交
換を行った。 
・南共済病院とピアレビューを行い、医療安全取組の共有を図っ
た。 

【附】インシデントの発生を受け、対策を講じ、リスクマネジャー会議
や月刊医療安全ニュースで周知を図った。予期されていた侵襲的
手技合併症の看過を撲滅する取組として WG での検討から病棟で
の試行を経て、全病棟で取組を開始した。 
・発生したインシデント内容及び医療安全文化調査の結果をもと
に、特に「医療者間の連携の強化」を重点課題と定め、取組を行っ
た。 

【セ】カルテ間違い防止策の周知、ファントルくん簡易入力画面、糖
尿病薬の術前休薬などの周知を行った。 
【附】特定機能病院間相互のピアレビューは Web 訪問形式で 11 月
実施され、国立大学附属病院である広島大学病院、滋賀医科大学
医学部附属病院と双方の取組について情報交換を行った。 
【セ】地域連携病院と相互訪問を行い、医療安全相互チェックを行っ
た。また、3 病院でオンラインによる相互チェックを実施し、どちらの
方法でも相互チェックが可能な体制を整えた。 
【附】第１回医療安全講演会で「附属病院の医療安全のあゆみ」とし
て過去に当院で発生した医療事故を振り返り、風化させない取組を
継続して行った。また、第２回医療安全講演会では、発生事案につ
いて全職員向けの講演会を開催した。 
【セ】オリエンテーションで事例の報告を実施。過去事例をもとに
SAFETY EYES で再周知を行った。また、令和2 年度より継続して
患者誤認のモニタリングを実施し、職員へ周知と啓発を行った。ま
た、医療安全へ患者参加を促す、転倒防止と薬の管理についての
動画を作成した。 
【附】医療安全に資する診療内容のモニタリングや、高難度医療技
術等のモニタリングを情報管理・分析担当やシステム担当と協力し
継続して実施している。 
・厚生労働省補助事業「医療の質可視化PJ」に参加し、感染制御
部、医事課 情報管理・分析担当、看護部と連携し、安全・感染・ケ
ア関連のデータ収集・分析による取組を開始した。 

【附・セ】世界患者安全の日（患者・市民向けの薬剤関連の情報提
供・注意喚起）の取組を院内外の関係部署の職員と実施した。 
 
②医療安全管理に関する教育・研修の充実 
【附】計 4 回の医療安全講演会を実施した。その他、CVC・PICC 講
習会を 3 回実施した。また、今年度は対面でのチームステップス研
修を数年ぶりに再開した。 
【附・セ】受講率100％ 
【附】各種研修、学会への参加を継続的に行い、育成に努めてい
る。 
【セ】医療安全管理者養成研修には、8 名が参加した。それ以外に
も研修及び学会へ参加を促し、多職種が医療安全関連の自己啓発
を行った。 
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③医療安全及び医療の質の向上に向けた情報の発
信 
【附・セ】QI ミーティング（【附】）、インシデントカンファ
（【セ】）等を通じて事例の分析、再発防止策の検討を
行い、マニュアルの見直しを実施する。また、医療安
全ニュースの発行、リスクマネジメント会議等で院内
周知を行う。 
【附・セ】臨床指標（CI）のモニタリングした結果を把握
し、事故等の防止策を立案し、徹底する。 
④個人情報の適正な管理の徹底 
【附・セ】e ラーニングや定期研修、自主点検、相互点
検等を行い、個人情報に関する意識を醸成し、適正
な管理の徹底を図る。 
【附・セ】令和元年７月に発生した個人情報漏えい事
故等過去の事案を踏まえ、引き続き、臨床・診療部長
会等で事案の共有や注意喚起を行い、個人情報に
対する意識を徹底する。 

③医療安全及び医療の質の向上に向けた情報の発信 
・手術に関しマーキング方法・タイムアウト、画像診断、病理検体管
理、モニター管理などの事例に対し、マニュアル改訂やフロー見
直しを行った。 

【セ】インシデントカンファ等を通じ、事例分析やマニュアルの見直
しを実施した。 
・医療評価機構の QI プロジェクトに参画した。その結果を 3 月に院
内でフィードバックを予定している。 

 
④個人情報の適正な管理の徹底 
【附】定期研修の他に、safety Plus による研修と自主点検を行った。 
・各部署に対し、自部署で取り扱う個人情報の洗い出しと漏えいリス
クの防止策を策定させた。 

【セ】e ラーニングや定期研修、自主点検を実施し、個人情報に関す
る意識を醸成し、適正な管理の徹底を図った。 
【附】safety Plus による研修にて直近の漏えい事例に関する共有を
行った。 
・個人情報を聞き出すような不審電話の報告が多数あがった際に
は、院内一斉配信メールにて注意喚起を行った。 

【セ】e ラーニングで個人情報に対する意識の徹底を図った。管理
会議や部長会で令和４年度の個人情報漏えい事案を報告し事案の
共有を行うため、準備を進めた。 
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V 法人の経営に関する目標を達成するための取組 

１ 業務運営の改善に関する目標を達成するための取組 

（１）コンプライアンス推進及びガバナンス機能強化等運営の改善に関する目標を達成するための取組 

（コンプライアンスの推進・強化）  
①理事長をトップとするコンプライアンス推進委員会
において効果的な施策等を議論し、法人全体で継続
的かつ確実に取組を実践する。 
②事案発生時においては、迅速に事案の管理職へ
の情報共有、管理職から各組織への伝達を行い、法
人内全体で再発防止策を講じる体制とする。 
③内部通報窓口制度の学内浸透、監事と連携した効
果的な監査に取り組みつつ、今年度は特に、前年度
に制定した内部統制規程に基づく業務モニタリング
等、法人の内部統制システムを確立する具体的な取
組を実施するほか、④コンプライアンス推進担当を設
置し、コンプライアンス推進施策の総合調整機能を高
め、教職員にとって風通しの良い職場風土を創り、本
学のステークホルダーからの信頼の更なる向上を図
る。 
 
（個人情報保護の取組） 
⑤令和元年７月に発生した臨床研究におけるメール
誤送信による患者情報の漏えい事案に関し、７月に
設定する「個人情報取扱注意強化月間」における集
中的な取組により事案風化を防止し、併せて⑥課長
級による個人情報保護に関する定期研修、自己点検
及び相互点検を継続して実施することで、個人情報
保護にかかる教職員の意識醸成を確実に進める。 
 
（ハラスメント対策） 
⑦ハラスメントの未然防止と排除に努め、様々な機会
を捉えて相談体制等の周知を徹底する。また、⑧
個々の相談案件は事務局と各キャンパスの窓口委員
で緊密に連携し、案件によっては外部の専門家の協
力を仰ぎながら適切に対応していく。 
 
 
 
 
（研究不正防止） 
⑨改正された国の公的研究費の管理・監査のガイド
ラインを踏まえ、研究不正防止計画の見直しを行うと
ともに、⑩研究費の基本的な執行ルールの理解・遵
守をはかるため、引き続き、各種会議や e ラーニング
等での周知を行っていく。 

また、⑪研究不正防止ツールの効果的な活用のほ
か、教育研究自己点検評価委員会とも連携しながら、
系統的な研究倫理教育や FD 研修等を通じた指導教
員の意識向上に取り組み、公正で責任ある研究活動
を推進していく。 

（コンプライアンスの推進・強化）  
①コンプライアンス推進委員会を２回開催し、事案や取組などにつ
いて共有及び議論するとともに、コンプライアンス推進に関する取
組を実践した。 

②事案発生時は迅速かつ適切に対応するとともに、合同調整会議
で法人内全体に共有し、再発防止に向けた発信を行った。 

③内部通報制度を適切に運用するとともに、内部統制システムに関
する規程を 12 月に制定し、各職場においてリスクマップを作成し
た。 

④総務部総務課コンプライアンス推進担当を新設し、コンプライア
ンス推進にかかる取組を推進した。 

 
 
 
 
 
 
（個人情報保護の取組） 
⑤７月を「個人情報取扱注意強化月間」と定め、全教職員対象に個
人情報管理の基本的事項遵守を目的とした啓発や研修を実施し
た。 

⑥所属長による所属研修など、全学的な個人情報保護に係る意識
の継続的な醸成を目的として、個人情報保護に係る定期的な研修
を実施した。 

 
 
（ハラスメント防止） 
⑦教員や保健管理課、広報課等が主導した YCU サポートプロジェ
クト（学生向けの相談窓口サイト作成）の一環で相談用ポータルサ
イトを作成し、ハラスメント相談窓口の周知を図った。また、全学の
コンプライアンス研修に、複数回ハラスメント防止に関する内容を
盛り込むことで教職員の意識の向上を図った。 

⑧相談に対して各窓口委員が適切に対応し、特に学生からの相談
には教務担当、保健管理センターとも連携しながら必要なサポー
トを行った。 

 
（研究不正防止） 
⑨改正された国のガイドラインを踏まえ、責任体系の明確化による
ガバナンスの強化や法人カード利用促進による不正防止システム
の強化など、研究不正防止計画の見直しを行った。 

⑩研究費説明会等を活用した研究費の基本的な執行ルールの理
解・遵守を図り、構成員の意識向上に取り組んだ。 

⑪研究不正再発防止策検討結果報告書に基づき、系統的な研究
倫理教育やＦＤ研修等を通じて指導教員の意識向上を図り、公正
で責任ある研究活動の取組を全学で推進した。 

 

45



 

令和４年度計画 令和４年度実績 

①第４期中期計画策定や大学・病院周年事業等の議
論を法人全体で進め、それらの情報を YCU 法人
News 等の学内報や各種会議を通じて情報発信・共
有を行い、法人全体の課題や方向性、理事長・学長
をはじめとするトップの運営方針を教職員に浸透させ
ることに努める。 

また、②法人全体で SDGs 目標達成に向けた取組
を引き続き推進し、併せて教職員の意識向上・浸透、
学外への情報発信を実施する。併せて、③本学も参
加している「カーボンニュートラル達成に貢献する大
学等コアリション」の取組への協力を進める。 

①YCU 法人 News や各種会議、動画を活用した理事長・学長メッ
セージ等を通じ、法人トップの運営方針を教職員に発信した。 

②本学Web サイトで、SDGs の取組を公表した。新たに育児・介護
制度の利用促進や障がい者支援の推進等のためにダイバーシテ
ィ推進室を設置した。また、女子学生が抱える心理的・経済的負担
軽減のために生理用品の無償提供を開始した。 

③文部科学省等が実施している「大学等コアリション」の WG に協
力した。 

引き続き、①新型コロナをはじめとした感染症対策
を行い、学生、教職員、大学・病院の利用者の安全確
保に努める。 
②法人全体で災害時に備えて導入している「安否確
認システム」の応答率の向上を図るほか、③システム
を使用した訓練、学生が参加する防災訓練等、実践
的な訓練・研修を行い、日頃から教職員の危機管理
意識の向上に努める。また、各キャンパス・附属２病
院とで連携し、実践的な訓練等も含め法人全体として
の危機管理体制の強化を図る。 
④発災時には要請に応じて被災地や市内・県内の災
害対策本部への参画を積極的に行う。また、⑤市や
県と連携して感染症拡大防止等の対応を行う。 

①附属２病院の医師、看護師と連携し、学生・教職員向けに３回目
の職域接種を金沢八景キャンパス内で実施した。 

②安否確認システムを積極的に活用してコロナ対策等の注意喚起
を年間通じて実施した。 

③金沢消防署と連携した合同防災訓練を実施し危機管理意識の向
上を図った。 

④金沢八景キャンパスと金沢区役所で締結している災害時の協定
確認等を金沢区役所担当所管課と随時実施した。 

⑤大学部門、病院部門で新型コロナ対応の会議を定期的に実施
し、市や県の動向に応じて方針を決定し、関連通知を発出した。 

［令和４年度実績］ 
防災訓練及び研修等の開催回数：大学５回、附属病院７回、セン
ター病院８回  
普通救命講習受講職員の配置割合（大学）：コロナ過のため講習
を実施しなかった。 

（２） 人材育成・人事制度に関する目標を達成するための取組 

①教員の Self Development（SD）制度に関して、一人
ひとりの能力向上はもとより、教育研究にかかる業務
配分の調整という点も踏まえて前年度に作成した研
修動画を活用し、制度の趣旨をさらに浸透させ、教育
研究等各種活動の活性化を図る。 
②本学のプレゼンス向上と各種活動の活性化に貢献
した教員に対し、理事長・学長表彰により、卓越した
実績を上げた教員を顕彰することでモチベーション
の向上及びさらなる活動の活性化を図る。 

①制度の趣旨や効果的な活用方法を周知・浸透させることで、教育
研究等の各種活動の活性化を図るため、令和３年度作成した管
理職向けの動画に加え、令和４年度は全教員向けの動画を作成
した。 

 
②法人における優れた取り組みに対し、理事長・学長表彰を実施し

た。（教員が対象者に含まれる表彰は合計40 件） 
サバティカルの海外派遣数（件）は次のとおりであり、コロナの影
響を加味した年度目標を達成した。 

①法人職員育成計画「YCU 人材育成 PLAN」に基づ
き、体系的な SD 研修等を通じた人材育成を推進す
る。②研修は、引き続きｅラーニングと対面を組み合
わせたハイブリッド型研修により、効果・効率を高め
る。また、職員のニーズも踏まえ、語学研修や Office
研修等、実践力を強化する研修も継続して実施す
る。 
③人事制度については、前年度に引き続き、総合
職・一般職・有期雇用職員等の雇用形態別制度の定
着と適正な人員配置を進めるとともに、教職員の意
欲・能力・実績を反映できる、大学、病院の実態にふ
さわしい人事給与制度の適正な運用と検討を進め、
継続して必要な見直しを行う。 
④医師の働き方改革への取組として、令和６年４月の
施行に向けて医師の勤務体制を見直すとともに、医
師労働時間短縮計画を策定し、関係機関に届出を行
う。また、⑤策定にあたり必要な労働時間管理の運用

①人事課主催のスキルアップ研修、階層別研修を実施した他、横
浜市主催の研修への参加や公立大学協会のコンテンツを利用す
る等、内外の資源を活用した。 

②新採用職員研修や管理職研修では Zoom 同時配信を行い、後
日視聴も可能とした。人事考課研修や係長昇任前研修には E ラ
ーニングを組み込み、研修効率を高めた。また、受講希望者の多
い Office 研修を追加実施した。 

③人事制度については、考課者が共通の認識、一定の基準を持っ
て部下の目標設定及び評価にあたることができるように、昨年度
実施の研修から内容を一部改訂して実施した。また、定年引上げ
に伴い、法人内の暫定再雇用制度を制定した。 

④令和6 年 4 月の施行に向けて、両病院で情報共有を図りつつ、
医師労働時間短縮計画の策定に向けた関係機関への届出の準
備を行った。 

⑤他の大学病院での取り組み状況の調査を実施。病院内での運用
整理（宿日直の届出や、勤務パターンの整理等）を行い、令和５年
８月から Dr.Joy の使用開始の準備を行った。 
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方法を整理し、必要に応じて出退勤管理システム改
修に着手する。 

 

①ダイバーシティ推進室を設置し、教職員・学生も含

めた法人全体のタイバーシティに係る課題を一体的

に進める。②今年度は現ダイバーシティ推進計画の

最終年度となるため、目標に対する実績及び取組状

況を検証し、次期計画の策定を進める。 

③働き方改革推進のため、出退勤管理システムを活

用し、各職場において計画的な休暇取得促進や超

過勤務（36 協定）の適正管理を行い、継続して働き方

の見直し・改善を進める。 

また、④教職員意識調査を実施し、教職員一人ひ

とりの個性や多様性を尊重し、各々の意欲と能力が

最大限発揮できるような職場環境整備に向けた基礎

データとして分析を進める。 

①ダイバーシティ推進室を設置するとともに、ダイバーシティ推進
委員会の委員も拡充し、学生向けの「YCU サポートプロジェクト」、
障害者理解に関する研修、法人ニュース通じた産育休や介護の
制度周知等を行った。 

②ダイバーシティ推進委員会を３回開催し、取組内容の報告、現行
計画の目標に対する進捗状況を共有の上、次期計画の検討を行
い、学生も含めたダイバーシティを目指す新計画を策定した。 

③システム上の実績データを踏まえながら、超過勤務の縮減及び
年次休暇の取得促進に関して、所属長に向けて適宜通知の発出
や、休暇取得状況の連絡を行うなど、各職場の状況に応じて対応
を進めた。 

④教職員意識調査を実施し、全体の約７割に上る 3,336 件の回答
が得られた。データ分析にはデータサイエンス研究科長の協力の
もと、数値が向上した項目、低下した項目、法人として改善できた
ことや今後の課題も可視化された。 

（３） 大学の発展に向けた基盤整備に関する目標を達成するための取組 

①「長寿命化計画」及び前年度横浜市に提出した「キ

ャンパスマスタープラン」に基づき、次期中期計画策

定と連動したメンテナンス計画について、省エネルギ

ー等の視点を含めて策定・着手する。 

①フリースペース整備基本計画を策定した。また、サークル棟 D 棟
について大規模改修工事のための基本設計を実施し、経済性、
省エネルギー、維持管理の向上及び環境に配慮した設備計画と
した。 

①学内の無線LAN 環境を追加整備し、BYOD 端末
を利用した対面とオンラインのハイブリッド型での教
育や教職員の働き方改革に繋がる Web 会議やペー
パーレス化等を一層推進する。 
②次期中期計画と合わせて「ICT 推進計画」を第２版
（令和５年度〜令和10 年度）として策定するとともに、
③デジタル化による業務改革への取組として、AI チ
ャットボットの導入による問合せ対応の自動化に着手
する。 

①無線LAN が未整備の教室・会議室等に対してアクセスポイント
の追加設置を行い、無線LAN 利用可能エリアを拡大した。 

②CT 推進計画第2 版（令和５年度～令和10 年度）について、次年
度以降DX の取組を加えてブラッシュアップできるように取りまと
めを行った。 

③AI チャットボットを活用した問合せ対応の自動化を、４部署にて
開始した。 

 

①「教育」「研究」「診療」の各領域について、将来を担
う若手・中堅教職員により構成される領域検討委員会
により、目指す姿や具体的な機能等の検討を行う。併
せて、②施設規模、事業費、事業手法等について、
横浜市と一体になって検討し、医学部・病院等再整備
(将来計画)検討本部会議にて「再整備基本計画（原
案）」を作成する。 

①再整備基本計画（原案）の策定に向け、他大学への視察や関係
者へのヒアリング、学内アンケート等を行いながら、将来の目指す
姿や具体的な機能等の検討を行った。 

②施設規模等について横浜市と共に検討を行った。 

①同窓会組織との連携強化や学内外全ての関係者
に対して Web サイト、イベント、SNS や YCU 通信等
様々な媒体で情報発信に取り組み、周年事業の認知
度を上げる。併せて、②市大病院150 周年記念式典
に向けた機運醸成や百年史編纂に関する情報発信
等を通じて大学への愛着や帰属意識につなげるとと
もに、③前年度に学内で策定した「横浜市立大学の
創立100 周年にありたい姿」の学内浸透を図る。 
④百年史については、デジタルアーカイブを構築
し、本学の歴史に係る一次資料の公開及び保存に着
手する。また、⑤過去・現在の教職員管理職を対象
に、本学の重要な歴史についてヒアリングを実施し、
百年史編纂に向けた基礎資料を蓄積する。 

 

①法人ニュース等学内発行物や YCU 通信等を通じて、学内外に
周年事業への意識醸成を行った。また、記事をまとめたリーフレッ
トは好評で神奈川新聞でも紹介された。 
また、カウントダウンイベントの位置付けとして、創立記念日（6 月

1 日）における校歌のＳＮＳの発信、構内放送を行った。さらに「横
浜市立大学の歴史を知る講演会」を開催し、教職員・学生・卒業生
などに向け 100 周年に向けた認知拡大と機運醸成を行った。 

②附属２病院の開設 150 周年記念式典を金沢公会堂にてハイブリ
ッド形式での実施による機運醸成、百年史編纂にかかる情報発信
として、デジタルアーカイブの公開と本学の歴史のＴＯＰＩＣＳをまと
めた「よもやま話」のリーフレット制作・発行による愛校心の醸成を
図った。 
また、浜大祭における学生企画による本学の歴史の展示につい

て協働し、浜大祭後も学内掲示を継続して実施した。 
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令和４年度計画 令和４年度実績 

③「横浜市立大学の創立100 周年にありたい姿」のロゴを作成し、
本学Ｗｅｂサイトや学内ポスター掲示、金沢八景駅改札へ広告掲
出し本学の 100 周年事業について学内外への浸透を図った。 

④デジタルアーカイブを公開し、学内外に公開した。また、収集済
み資料活用のためのコンサルティングを実施、利活用促進に向け
た資料の整理と目録の作成を行った。   
デジタルアーカイブ登録資料点数：538 点 

⑤教職員への書面及び対面ヒアリングを実施し、合計16 点の回答
を得た。また、学生団体や卒業生からの資料提供の申し出を受
け、資料を受贈した。 

①コロナ禍においてオンラインを活用した連携実績
を踏まえ、持続可能な高大連携の形について、引き
続き横浜市及び神奈川県教育委員会と協議を進め
る。また、②前年度に試行実施した市立高校情報科
教員対象の「データサイエンス・リテラシー」に関する
研修について、本格的な実施に向けた準備を進め
る。③不正行為防止教育については、高校の教育内
容や不正行為に対する理解度を把握し、高大接続の
観点から本学の教養教育の見直しに活用する。 

①オンラインを活用した連携をさらに多面展開するために「高校出
張授業プログラム一覧」を作成し、提供の検討を行った。 

②新学習指導要領の年次進行の開始を受けて、「プログラミング教
育の必修化に内在する課題について」をテーマに市立高校情報
科教員研修を実施した。 

③横浜市立高校からいただいたヒアリング調査結果を参考にし、研
究倫理に関するテキストを作成し、令和４年度には１年次生前期の
教養ゼミにて研究倫理教育を試行導入した。 

（４） 情報の発信に関する目標を達成するための取組 

前年度に引き続き、①本学の研究成果にかかる情
報発信を積極的に行い、さらに前年度に実施した
Web サイト検証アンケート結果を踏まえ、大学Web
サイトに「研究Portal」を新たに設置することで、本学
の高い研究力の発信を軸にした広報を推進する。 
②入試広報では、デジタルマーケティングツールを
用いて受験生の動向を把握・分析し、ターゲットの志
願度に合わせた広報を実践する。 
 その他、③学内の情報収集を引き続き積極的に進
め、プレスリリースや Web サイトへの掲載、各種SNS
など、発信先を意識したツールを用い広報活動を展
開する。 

①研究成果に関するプレスリリースは 59 本発信し、記者懇談会も 2
回開催した。また、研究ポータルサイトも年度内に公開した。 

②スタディプラスを活用し受験生の本学への接触動向を把握、ライ
ンによるダイレクトリーチで本学の情報をターゲットに直接配信し
た。 

③プレスリリースは合計106 件を発信、Web 記事は 80 件以上、
SNS は 335 件（Facebook、Twitter）の投稿を行った。プレスリリース
したもののうちメディアに掲載されたものは９割を超えるなど、露出
につなげることができた。  

 
 
 

２ 財務内容の発信に関する目標を達成するための取組 

（１） 運営交付金・貸付金に関する目標を達成するための取組 

（２） 自己収入の拡充に関する目標を達成するための取組 

（３） 経営の効率化に関する目標を達成するための取組 

①業務効率化の取組として、前年度に更新した財務
会計システムの購入依頼入力機能（発生源入力）の
試行運用を開始する。また、②証明書等の Web 決済
システムを全キャンパスで運用する。併せて、③請求
書・契約書等の電子化の検討を行う。 
④現中期計画の事業の検証を行い、法人の安定的・
持続可能な経営基盤を確立できるよう市と次期中期
計画の運営費交付金等について調整しつつ、資金
計画を策定する。 
 また、⑤周年事業の目標達成と財政基盤強化を目
指し、継続して法人トップ（理事等、学長等）とファンド
レイザーが中心となって渉外活動を行うとともに、法
人全体で寄附意識の浸透を図る。 

①購入依頼入力機能（発生源入力）の試行運用を実施し、実用化に
向けての課題の整理を行った。 

②令和４年12 月より全キャンパスでの運用を開始し、令和５年４月
より健康診断証明書の取り扱いを開始する。 

③インボイス制度対応に向けた請求書フォーマットの統一化の検討
を行った。 
④次期中期計画期間中の収支見通しを踏まえて、市と計画期間中
の運営費交付金等の調整を行い、法人の経営改革を前提とした
収支計画等を策定した。 

⑤法人トップとファンドレイザーを中心に組織的な渉外活動を行うと
ともに、学内外に向けて紙媒体や Web サイトなどを通じて周知し
たことにより、寄附者の裾野が広がった。令和４年度は 200 百万円
を超える寄附実績となった。 
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令和４年度計画 令和４年度実績 

今年度は第３期中期計画最終年度であることから、
①全ての計画で目標を達成するよう、法人評価委員
会による中間評価を踏まえ、第４期中期計画の策定
議論と併せて計画の進捗管理を行う。併せて②横浜
市と調整しながら、次年度に実施する第３期中期計画
の自己評価準備を進める。 

また、③前年度に受審した大学機関別認証評価の
指摘事項や意見への対応を進め、併せて④評価結
果を第４期中期計画へ反映させ、策定する。 

①第 3 期中期目標期間の最終年度であることから、令和４年度は、
中間評価を踏まえつつ、第 4 期への接続を意識しながら計画の
進捗管理を行った。 

②第 3 期中期計画の自己評価にあたり、令和４年度の実績報告書
を箇条書きにするなど、ステークホルダーに対して法人の取組が
端的に伝わるように改善した。 

③④令和３年度の大学機関別認証評価での意見を踏まえ、第 4 期
中期計画を策定した。 

Ⅵ 自己点検及び評価に関する目標を達成するための取組 

今年度は第３期中期計画最終年度であることから、
①全ての計画で目標を達成するよう、法人評価委員
会による中間評価を踏まえ、第４期中期計画の策定
議論と併せて計画の進捗管理を行う。併せて②横浜
市と調整しながら、次年度に実施する第３期中期計画
の自己評価準備を進める。 

また、③前年度に受審した大学機関別認証評価の
指摘事項や意見への対応を進め、併せて④評価結
果を第４期中期計画へ反映させ、策定する。 

①第3 期中期目標期間の最終年度であることから、令和4年度は、
中間評価を踏まえつつ、第 4 期への接続を意識しながら計画の
進捗管理を行った。 

②第 3 期中期計画の自己評価にあたり、令和 4 年度の実績報告書
を箇条書きにするなど、ステークホルダーに対して法人の取組が
端的に伝わるように改善した。 

③④令和 3 年度の大学機関別認証評価での意見を踏まえ、第4
期中期計画を策定した。 
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